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'79世 界 コンピ
ュータ年 鑑

情報化の現状 と産業動向

UIP{)EC(財)日 本情報処理開発協会編

コンピュー タを中核 とするftt}Yの情 報化の波は 、電気通信技術 と

の結 合によ り、広域的 、階層的 な情 報処理 を・r能とし、国籍 を越 え

た情 報化 の線 か ら面への システム形成期を迎 えつつあ ります。

この発展の担 いf:と なる、先進 コンピュー タ ・メー カー や、通信

サービス業界の 多国籍 化 と国際企 業戦略は、ますます激化 し、各国

政府 やコ ンピュー タ ・メー カーは、 その交す抗策 をせ まられ、 さま ざ

まな展開 をみ せてい ます、、

本年鑑 は、以 上の世界の コンピュータ産 業の現況 と展望 、および

複雑 に絡 む各国の思惑・一 自国保護策 と海 外進出 ・につ い て の調

査/分 析 と将 来動向 の解 説を彊1く要望 される各 界の 多くの人たちに応

えて、昨年度好評の中 に'78世 界 コンピュータ年鑑 として発刊いた し

ました。

本年度、第2回 目'79年 版 を,」EI;IJするにあた り、日本の位置付 けと、

次期技術 開発の指針 となるべ く、世界の需要動向 と、その市場 をよ

り充実 した調査資料 と統計 を51《便 し、わか りやす く解説しています。

〈主 な 内 容 〉

第{部 世 界 のコ ンピュータ 界一 その 動 向 と課 題

●ハー ドウエ ア産業界の動向●コンピュータ・サー ビス産業

●デー タ通信業界の動向●日本をとりまく世界環境の変化

第2部 北 ア メ リ カ編

●アメリカ市場の概要●ハー ドウエア市場と主要 メーカーの動

向 ●コンピュー タ・サービス産業●データ通信産業界の動向

●カナダのコンピュータ事情

第3部 ヨ ー ロ ッパ 編

●欧州連合の崩壊 と新生への模索●イギリス/フ ランス/西 ド

イツの現状 と将来●その他の欧州諸国一 北欧4カ 国/ベ ネル

クス/イ タリア/ス イス/オ ース トリア

第4部 そ の他 の国 々編

●東アジア諸国(12カ 国)● 中近 東諸国(4カ 国)● ソ連 ・東欧圏

諸国(8カ 国)● その他の諸国〔4カ 国)

第5部 資 料 編

世界のコンピュータ設置状況/各 国のコンピュー タ市場/世 界

のコンピュータ ・ハー ドウエア/コ ンピュータ ・サービス/企

業財務状況 ノ情報処理関連団体 ・組織一覧/世 界のPTT.・ 覧

/総 合年表

θ定価5,600円 送料240円

レB5判 ・412頁 箱 入

お 申込 み は全 国 書店 また は コ ン ピュ ー タ ・エ ー ジ

社 出版 部 ま で。

発売 コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー ジ社
〒100東 京都 千代田区霞 が関3-2-5霞 が関 ビル30階
TELO3(581)5201(代)郵f更 振替東 京4-67808
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'79コ ン ピ
ュー タ 白 書

◇
本
書

の
特
色
◇

1.が わ国情 報産業界の最高権威で あるコンピュー タ白書委員 会が監

修 した唯一 の コンピュー タ総合専門書。

2.コ ンピュー タ産業の動向及 び政策 を網 羅 し、政 府の政策 か ら、企

業側のEDP対 策 と機種 開発現況 を解説

3.コ ンピュータの最適 アプ リケーシ ョンの具体例 を各業種 ごとに図

解 を含めて わか りやす く解説。

4.内 外の コンピュータ関係 の政 府資料 及び関連機 関か らの設置利用 ・

状況 調査 ・統計資料等 を完 全収録。

10月発行予定

〈主 な 内 容 〉 第1部 総 論

第2部 情報産 業の動向

○わが国 のコ ンピュー タ産 業と情報処理 産業

Oわ が国 および諸 外国 の情報通信 業

第3部 情報産業政策

○わが国 および諸外国の コンピュータ産 業と情 報処理産業政策

○わ が国の コンピュー タ振興政策 と利用促進 の施 策

第4部 コンピュータ利用の現況

○わが国の コンピュー タ実働状況 とオンライ ン化 調査

Oわ が国 および諸外国の コンピュー タ設置状況

第5部

第6部

第7部

第8部

コン ピュー タ適 用業務の具体例(各 業種別)

データ保 護対策実施状況調査(ア ンケー ト結果)

資 料

コンピュータ利用状況調査集計表

お問合せは…(財)日本情報処理開発協会技術課 ・コンピュータ白書係へ TELO3(434)8211内 線525

.ず」
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新 しい役割に期待

」IPDEC副 会 長 を

退任するに当って

齋 藤 有

私は,当 協会発足以来足かけ12年 にわたり,副

会長の職を汚 してまい りましたが,あ まり在任が

長 くなったのと,寄 る年波で日進月歩の情報処理

の発展について行くのも難しいと感ずるようにな

ったことで,か ねてから退任のお願いをしていた

のですが,こ のたびその職を辞し,顧 問としてお

手伝いさせて頂 くことになりました。

当時,私 は日本電子工業振興協会の専務理事を

勤めておりましたので,少 しばかり創立のお手伝

いをしたことから,非 常勤の副会長 として就任 し

たのがはじまりで,い つの間にか足かけ12年 もた

ってしまいました。

さて,当 協会が,財 団法人 日本情報処理開発セ

ンターの名のもとに,昭 和42年12月 に発足 した前

後は,主 として米国の影響を受けて,情 報処理の

重要性が各方面の注 目を浴び,今 にも工業化社会

か ら情報化社会が実現するかのような議論がなさ

れ,バ ラ色の夢が描かれていました。

そ うい う背景の中で,当 時,政 府において進め

られていたハー ドウェアの助成措置もさることな

が ら,こ れからはとくに遅れているといわれるソ

フ トウェアやシステムの開発を主として推進 しな

ければならない情勢で,こ れを どう進めるか,そ

のために官民の協調,コ ンピュータ ・メーカー,

ソフ トウェア ・ハウスとユーザーの間の協力の場

を設け,豊 かな情報化社会を迎えるための調査や

研究開発,啓 蒙,普 及などに当る強力な機関が必

要欠くべからざるものという議論がなされ,次 第

に,JIPDEC創 立の気運が醸成されていったので

あります。

当時,米 国におけるコンピュータ利用の実態を

正 しく認識する必要があるとい うことで,財 界が

主となり,各 方面のユーザーや情報処理サービス

を指向する企業の トップの参加を得て,米 国にM

IS(ManagementInformationSystem)使 節団

が派遣 されることとなり,私 もこれに参加 し,米

国の実情とくに企業内の高度の情報処理,情 報処

理サービスを主体 とする企業の現状,及 びコンビ

勺
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ユータと通信との結びつきとその意義等について

強い関心を持ったもので した。この使節団は帰国

後,わ が国の情報処理産業を急速に発展させるた

めの方策について,当 時の佐藤総理はじめ,政 界

政府機関に強力な意見具申を行いました。それと

同時にJIPDECの ような団体の役割も認識され,

政府主導のもとで産業界の協力を得てJIPDECの

育成策が進められました。

かくしてJIPDECは,将 来の情報化社会を実現

するための未来にわたる懸け橋として,政 府はも

とより,産 業界,学 界などの総合的な協力協調の

場 として,設 立されま した。以来欧米諸国の動向

や国内のニーズを正 しく調査,研 究 し,そ の成果

を広 く普及するとともに政府の施策について建議

を行い,広 く国民のコンセンサスの形成に寄与す

る,ま た,自 から研究開発の能力を保持 して,経

営情報システムやオンライン処理システムーTS

Sの 具体化一 コンピュータ ・ユーティリティなど

の研究な どを行 う,な どを主たる目標 として,大

きな期待をになって活動 してきました。

発足後間もなく,大 阪で万国博が開催されまし

たが,そ のとき,JIPDECは,電 電公社 とともに

万国博運営のためのシステム開発やその運用に当

りま した。これ らは,万 国博成功の一つの要因で

あったともいわれました。

JIPDECに おける成果の例 として,オ ンライン

処理システムの研究についてみます と,ま ずTS

S(時 分割処理システム)の 実験から始め異機種

のコンピュータを結合するネットワークの研究を

進め,そ の成果であるともい うべき"JIPNET"

は,当 時広 く各方面の注 目を集め,今 日の分散処

理時代の先駆的役割を果 しました。また,内 外の

情報処理産業に関する実態調査の結果は政府施策

の立案に資されています。JIPDECの 当初とその

発展過程においては常に問題を先取 りし,か な り

注目に値する多くの成果をあげ,将 来の方向づけ

や研究開発のリーダーシヅプを取ったことは,素

直に認めてよいと思います し,世 間の評価も得ら

3

れたものと存じます。

その後,わ が国におけるコンピュータ利用が進

み,コ ンピュータ ・メーカを始めとして,情 報産

業も大きく育ってまい りました。また,情 報関係

団体も数多 く設立され,そ れぞれの目的をもって

活動するようになってきました。このような進展

は,一 方においてJIPDECに 期待され る内容が変

ってきてお り,こ れへの対応が重要となってまい

りました。

昭和46年 におけるコンピュータ ・メーカ間の協

調体制に続いて,ソ フ トウェア関係の振興策との

からみもあって,情 報処理関係団体の重複する業

務の整理が推進 され,結 局,3年 前に,現 在のJIP

DECの 前身である3団 体の統合が行われました。

JIPDECの 再出発1・e当っては情報処理の現状と動

向に対処 して,そ の役割をあらためて認識 し,十

二分に力を発揮することが要請されました。

1970年 代が情報化の発展時代とすれば,80年 代

は正に情報化社会実現の到来を告げる時代となる

で しよう。このようなときに,JIPDECは 原点に

かえって,こ れまでの経験と蓄積に加え80年 代の

情報処理のあるべき正 しい方向を見究め,新 たな

飛躍をなすべき時期にあると思います。

情報化社会実現のための問題は数多く,そ の解

決は必ず しも容易ではな く,同 時に今後のJIPD

ECに 期待されるものも大きいであろ うと思いま

す。JIPDECの 創立当初に期待された未来への懸

け橋の役割は,近 い未来に対する役割であったか

も知れませんがそれは一応果 した といえるで しよ

う。

今後は80年 代に対する懸け橋の役割を新 しい立

場で果さなければならないと思います。

今後のJIPDECが さらに重要な役割を果すとと

もにますますご発展され ます よう心か ら念ずる次

第であ ります。

(さい とう たもつ ・当協会顧問,前 副会長)
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昭和54年 度情報処理

関係施策
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通商産業省における情報化推進及び

情報産業振興策 機械情報産業局電子政策課

1情 報産業の重要性

情報産業は電子計算機を供給 し,情報の加工・流

通を担 うことによって,情 報化を推進 し,経済・社

会活動の中枢的機能を支える産業 として重要であ

るのみならず,今 後のわが国産業構造 ・貿易構造

の高度化の中核 となる戦略産業として位置づけら

れる。従ってわが国情報産業の健全な発展は,情 報

化の円滑な進展による国民福祉の向上と国家とし

ての自主性を確保する上で不可欠のものである。

このため通産省としては,従 前より情報化の推

進,情 報産業の振興を進めてきているわけである
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が,昭 和54年 度は,① 第4世 代電算機用基本技術

の研究開発を目的としたOS等 補助金,② 汎用 ソ

フ トウェアの開発流通促進を 目的 とした ソフト税

制,及 び③国産電算機メーカーの販売力強化のた

めのJECC財 投の3本 柱が特に重要である。

2昭 和54年 度の情報化推進及び

情報産業振興策

当省が行 う情報化推進及び情報産業振興策は,

次の項 目に分類することができる。

①電子計算機産業及び情報処理産業の振興

②国民福祉向上のための情報システムの開発普

及

③情報化の基盤整備

④行政情報処理の推進

⑤財政投融資に よる情報処理振興

⑥情報処理振興税制

〔情報産業構成図〕

情報産業一

一電子計算機産業…電子計算機,半 導

体,集 積回路の製

造 ・販売

一情報処理サー

一情報処理産業 ビス業…計算セン

ター専

一 ソフ トウェア業

…各種プログラム

の開発等

情報提供サービス

業…データベース

サービス等

(1)電子計算機産業及び情報処理産業の

振興

①次世代電子計算機の開発促進

(i)超LSIの 開発促進

世界市場の約60%の シェアを占めるIBMは 今

年1月 末に,現 行主力機種370シ リーズに比べコ

ス トパフォーマンスを飛躍的に向上 させた中型新

機種4300シ リーズを発表 した。今後,こ れに続く

大型機種の発表 も予想され,い よいよ電子計算機

も第4世 代へと世代交替が確実 となっており,わ

5

が国における第4世 代システム開発の緊急性が一

(単位:百 万円)

L
ー

項 目 1孝縫 前年度 齢 護

電子計算機開発促進補助金18,606,

①超LS工 の開発促進!6,9061

②次世代電子計算機用基1,7001
本技術の開発促進

基本ソフトウェア(OS)(1,450)

{新周辺端末装置i(25。) .

10,052

10,052

)

)

(

(

△1,446

△3,146

1,7

(1,450)

(250)

段 と高まってきている。

第4世 代システムにおけるハー ドウェア技術の

中核 となるのは,現 在のLSI(大 規模集積回路)

をさらに高密度 ・高速度化 した超LSIで ある。

超LSIの 開発は,大 規模,か つリスクの大きい

事業であり,技 術的にも先行して開発する必要が

あることから,昭 和51年 度から4年 間,総 額約300

億円の補助金を交付することとし,ナショナル・プ

ロジェクトとしてその開発を推進してきている。

54年 度はその最終年度として,微 細加工技術,

結晶技術,設 計技術,プ ロセス技術,試 験評価技

術,デ バイス技術の6つ の技術を総合的に完成 さ

せる。

(ii)次期 システム用基本技術の開発

わが国の ソフ トウェア技術はハードウェア技術

と異な り,外 国 との格差が大ぎく,相 当の遅れが

あるといわれている。こ のた め 高級言語処理技

術,デ ータベース管理技術,日 本語処理技術等,

第4世 代に即応する画期的な ソフ トウェア技術を

緊急に開発する必要がある。

また,第4世 代ではネ ットワーク処理が主流't

な り,こ れに伴ないコンピュータ ・システムへの

情報の入出力等を行わせるための周辺端末装置の

役割が極めて重要になることから,従 来にない新

技術を駆使 した高性能新周辺端末装置技術も併せ

て開発することが必要である。

このため,54年 度か ら58年度までの5年 計画で

総額470億 円(補 助金235億 円)の 研究開発資金を

投 じ,一 本化 した研究組合の下で,ソ フトウェア
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の中核となるオペ レーテ ィング ・システム(OS)

技術,及 び新周辺端末装置技術の第4世 代電子計

算機用基本技術の研究開発を促進する。

②ソフ トウェア生産技術開発計画の推進

(単位:百 万円)

項 ㌧ 罐1撃 鞠 比較鰯[

撫;委 託生産技術1・S2211,11241・

ソフトウェア開発 コス トの増大のなかで,ソ フ

トウェア開発の生産性向上のための努力が強 く求

められてきている。また,わ が国の ソフ トウェア

技術の立遅れは,日 米間の ソフ トウェア技術格差

を一層拡大させつつある状況にあ り,ソ フ トウェ

ア技術開発政策の強力なる推進が強く求められて

いる。

本計画は,こ うした状況のもとで,わ が国のソ

フトウェア生産技術の飛躍的向上を図ることを狙

い として,現 在,手 工業的に作 られているソフト

ウェアを,プ ログラム ・モジュールの編集 ・組立

てに より自動的に作成する新 システムの開発を 目

指すものであり,昭 和51年 度から5カ 年計画で開

発を推進 している。54年 度は,本 格的なプログラ

ム作成段階に入るため助成措置の抜本的拡充を図

ることとする。

③情報処理振興事業協会運営費補助(ソ フ ト

ウ ェア生産技術開発を含む)

(単位:百 万円)

項 目
54年 度

{予算額
53年 度

予算額

情報処理振興事業協会運営1
}

費補助金(但 し,ソ フトウ

ェア生産技術開発を含む)

2,580 2,279

比 較
増△減

301

ソフ トウェアの開発及び流通の促進,情 報処理

サービス業等の育成を目的 とする情報処理振興事

業協会(IPA)の 事業活動の積極的展開を図る

こととし,54年 度においては,ソ フ トウェア工学

調査研究及びプログラム普及活動の拡充強化を行

うとともに,電 子計算機利用の高度化調査を新た

に実施する。さらに,汎 用ソフ トウェア開発のた

めの準備金制度(税 制の項参照)が 創設されるこ

とに伴い,そ のための汎用 ソフ トウェアの登録事

業を開始する。

④パターン情報処理システムの開発(大 型

プロジェク ト)

(単位:百 万円)

項 目
54年 度
予算額

簸 薮鰹 罪認 堺 ・…3

劃

一

△
此
増
一

度
額
年
算
53
予

8921452

46年 度 か ら,文 字,図 形,物 体 の形状,音 声 な

どいわゆ るパ ターン情報をその まま入力,認 識,

処 理で きる新 しい世代の電子計算機 システ ムと し

て,パ ター ン情報処理 システ ムの研究開発を行 っ

てお り,54年 度 において も引 き続 きその開発を推

進 する(46～55年 度,250億 円予定)。

⑤光応用計測制御システムの開発(大 型プロ

ジエク ト)

(単位:百 万円)

項 目
54年 度

予算額

53年 度

予算額
比較増△減

光応用計測制御システ
ムの開発研究費 51 0 51

産業プラントにおける情報の計測 ・制御は現在

電気信号を用いて行われているが,こ れをより安

全かつ,高 品質で,し かも現在のシステムでは困

難な画像情報の処理が可能な光伝送路,光 センサ

ー等を用いて行 うシステムを開発する(54～61年

度,200億 円予定)。

(2)国民福祉向上のための情報システム

の開発普及

① ヘルスケア ・ネ ッ トワーク システムの開発

(単位:百 万円)

項 目 摯鑛
53年度
予算額 比較増△減

ヘ ル ス ケア ・ネ ッ トワ
ー ク シス テ ム 開 発 費 191 192 △1

わが国の医療分野では診療体制の不備,医 療の

地域格差等多 くの問題を生 じているが,こ れ らの

¶

凋
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問題を解決す るには,コ ンピュータ技術 と医用機

器技術を活用 した医療情報 システムの開発が有効

であ る。

このため,53年 度 か ら5カ 年計画で病院,診 療

所,検 診 ・検査 センター等 の医療機関 を結 び,地

域全体 の医療 の高度化,合 理化 を実現 す る た め

の 「ヘルスケア ・ネ ッ トワー ク ・システム」の開

発 に取 組んでお り,54年 度 も53年 度 に引 き続いて

基 本ネ ットワークの開発を行 うこととす る。

②生活映像情報システムの開発

(単位:百 万円)

項 目
54年 度

予算額

53年 度

予算額
比較増△減

生活映像情報システム
開発費

34 39 △5

個入生活における情報化を促進するとともに,

地域 コミュニテ ィの形成に資するためセンターと

家庭との双方向対話を可能とする 「生活映像情報

システム」の開発を47年 度から行ってきている。

54年 度はシステム開発の最終年度として,53年

7月 から奈良県東生駒ニュータウンにおいて開始

した実験放送の技術的,社 会的評価を引き続き実

施 し,本 システムの完成を図る。

③省エネルギー都市機械システムの調査研究

(単位:百 万円)

項 目
54年 度

予算額

53年 度

予算額
比較増△減

省エネルギー都市機械
システム開発調査費

glgi 一

都市における省エネルギー化を推進するととも

に,効 率的な都市の建設 と合理的な運営を図 り,

併せて各種の都市問題を解決するには,「 地域エ

ネルギーセンター」「都市システム集積回路」及び

「家庭端末装置」から構成される 「省エネルギー

都市機械システム」の開発が極めて有効である。

斑年度は,前 年度に引き続き基本設計及びその

フィージビリティ等の調査研究を行 うこ と とす

る。'
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④貿易情報システムの開発

(単位:百 万円)

較
減△
比
増

度
額
年
算
53
予

8△33

度
額
年
算
54
予

25

目項

費発開ムテスシ報情易貿

電子計算機の導入,貿 易書式,コ ー ドの標準化

等に よ り増大す る貿易関係業務の 円滑な処理を図

るため,54年 度 も,関 係省庁 と協 力 しつつ,貿 易

取 引に 関連す るアプ リケーシ ョン ・システム,サ

ポーテ ィング ・システムの調査開発を推進す る。

(3)情報化の基盤整備

(単位:百 万円)

項 目

①情報処理実態調査

②電子計算機納入下取調査

③業種別システム化調査

④情報処理技術者試験

⑤情報処理技術者の総合調査

⑥情報処理サービス企業等台帳

⑦情報化週間の実施

⑧ソフトウェアの安全対策

⑨ソフトウェアの法的保護

⑩プログラム調査簿の作成

⑪商工会議所等への電子計算機導
入への補助

54年度15≠ △

16

5

2

62

2

0

0

0

6

2

271

18

5

2

訂

2

0

0

0

6

2

031

△2

5

24

①情報処理実態調査

わが国の情報処理の実態を継続的かつ体系的に

把握 し,情 報処理振興対策の前提となる基礎資料

の整備を行 うため本調査を実施する。

②電子計算機納入下取調査

わが国電算機産業の振興を図るため,個 別シス

テムごとに機種 ・金額等を調査 し,わ が国におけ

る電算機市場の動向及びその市場構造の変化等を

把握する。

⑧業種別システム化調査

コンピュータリゼーションの進行に伴い,産 業
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のシステム化が浸透 しつつあるが,こ のような情

報化における総合的かつ的確な行政施策等を見出

すため,「 産業活動のシステム化」の実態とその

動向を調査する。

④情報処理技術者試験

情報処理技術者の育成確保の一環 として,昭 和

45年 度から,国 家試験を実施 しているが,昭 和54

年度においても引続き実施することとする。

⑥情報処理技術者問題の総合調査

情報処理産業においては,人 材が経営上の重要

なる鍵となるが,近 時,情 報処理技術者に関し,

需給ギャップ ・高齢化等の問題が生 じてきている

ため,同 技術者にまつわる諸問題を総合的に調査

検討する。

⑥情報処理サービス企業台帳の整備

情報処理サービス企業等全体の機密保持水準の

向上を図るとともに,ユ ーザーの外注先の選択を

容易にするため,情 報処理サービス企業等の機密

保持の実態等を明らかにした台帳を作成する。

⑦情報化週間の実施

情報化に対する国民の理解 と関心を深め,情 報

化の円滑な進展を図るため,情 報処理に関する各

種行事を集中的に開催する情報化週間 を 実 施 す

る。

⑧ ソフ トウェアの安全対策

ソフ トウェアや コンピュータシステムの安全対

策の充実に資するため,コ ンピュータユーザの安

全対策の実施状況を調査するとともに,52年 度に

公表 した 「電子計算機システム安全対策基準」の

見直 し等の検討を行 う。

⑨ソフ トウェアの法的保護

ソフ トウェアの流通対策 として,ソ フトウェア

の法的保護の方法につき調査研究を 行 う と とも

に,シ ステムの信頼性,安 全性,効 率性を合理的

にチェックし健全な情報化社会を実現するための

システム監査に関 し調査研究を行 う。

⑩プログラム調査簿の作成

プログラムに対する重複投資をでき るだ け 避

け,プ ログラムの円滑な流通を促進するため,コ

ンピュータユーザー等が保有 しているプログラム

のうち特に円滑な流通を図る必要があると認めら

れるものを収録 したプログラム調査簿を作成 し,

これを一般の閲覧に供する。

⑪商工会議所等への電子計算機導入の補助

中小企業の記帳機械化を促進するため,都 道府

県商工会連合会および商工会議所に対 して,電 算

機 レンタル料の一部を補助する。

(4)行政情報処理の推進

(単位:百 万円)

項
154年 度目

1予算額

省内情報処理の推進 4,139

53年 度
予算額

省内の電子計算機に よる各種業務の情報処理の

推進及びタイムシェアリング ・システムの拡充,

政策情報システムの開発等を行 う。

①政府共通の電子計算機利用技術の開発

(単位:百 万円)

項 目
54年度
予算額

53年度
予算額 比較増△減

各省庁共通電子計算機
利用技術の研究開発 64 63 1

リソースシェア リング ・システム,文 字情報シ

ステム等各省庁に共通する電子計算機利用技術の

調査研究及びシステム開発を推進する。

(5)財政投融資による情報処理振興

①電子計算機振興のための開銀融資

(i)国 産電子計算機振興のための日本電子計算機

㈱への開銀融資(500億 円の うち)

国産電算機メーカーの販売力を強化 し,わ が国

電算機産業の長期的発展基盤を確保するため,共

同 レンタル会社である日本電子計算機㈱(JEC

C)に 対 し特利による開銀融資を継続する。

(ii)電算機産業構造改善のための開銀融資(500億

円のうち)

国産電算機メーカーの設備投資に対 し安定 した

資金を供給することにより,設 備の増強 ・近代化

縄
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等を進め生産能力を高めるとともに,そ の体制整

備を促進するため開銀融資を行 う。

(iii)ソフ トウェア開発 ・情報処理技術者育成のた

めの開銀融資(500億 円のうち)

わが国のソフトウェア開発の強化及び情報処理

技術者の育成を図るため,ソ フトウェア開発に資

する設備及び情報処理技術者の教育研修設備(土

地 ・建物を含む)に 対 し,開 銀融資を行 う。

(iv)情報処理システム化促進のための開銀融資

(500億 円の うち)

今後 とも,一 層充実が望まれるオンライン利用

システム及び医療 ・交通・防災・生活・労働・環境等

の諸問題の解決に資する社会性の高いシステムの

導入等に必要な設備資金につき開銀融資を行 う。

(v)電 算機システム安全対策促進のための貸付制

度(開 銀500億 円の うち,中 小公庫30億 円)

コンピュータ利用高度化に伴い,コ ンピュータ

破損による経済 ・社会の混乱やプライバシーの侵

害,機 密漏洩などの 「影の側面」も無視できない

ものとなってきている。通産省では,52年4月 わ

が国初のコンピュータシステム安全対策基準の公

表を行 ったが,こ の基準の公表に伴い情報処理サ

ービス業等における安全対策の実施を促進するた

め,こ れに必要な設備の取得に要する資金の貸付

を行 う。

②情報処理振興金融措置(70億 円)

情報処理振興金融措置は,資 金運用部の金融債

引受を見返 りとして,長 期信用銀行3行 が通産省

の推せんに基づき,プ ログラムの開発に必要な資

金および情報処理サービス業等の業務の高度化に

必要な資金の融資を行 うものである。

(6)情報処理振興税制

①汎用 ソフ トウ ェア開発準備金制度

第4世 代 システムにおけ る特徴 は,ハ ー ドウェア

技術の大幅革新に伴 うハ ー ドウェアコス トの大幅

ダウンと,ソ フ トウェアの ウェイ ト急増であ る。

優秀な ソフ トウェア技術を有 し,市 場において

優位性を もつ企業は,ソ フ トウェアの商品化に よ
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って来るべき第4世 代の時代に対応することがで

きるものの,わが国コンピュータメーカー,情報処

理企業は,技 術的遅れど ソフ トウェアはおまけ.

とい う販売方針により,ソ フ トウェアの市場商品

化(有 償化)を 円滑に進めえない状況にある。

このような状況を打開 し,ソ フ トウェアの市場

商品化慣行の確立を図るには,よ り良質のソフ ト

ウェアの開発,特 に生産性の高い汎用 ソフ トウェ

アの開発を促進することが必要である。このため

汎用 ソフ トウェア取引に係る収入金額の50%を 限

度として無税による準備金の積み立てを認めるこ

ととした(4年 据置,4年 均等取崩 し)。

②プログラム保証準備金制度の充実

本制度は,ソ フトウェア企業の経理の健全化を

とお し経営の安定化を図るもので,プ ログラム補

修費用の事前積立てを認めるものである。54年度

以降は補修費の0.5%を 積立て限度 とし,4年 据

置,4年 均等取崩 しとする。

③高性能電子情報遠隔処理装置特別償却制度

特定機械情報産業振興臨時措置法(機 情報)に

基づ く税制面での特別措置 として,工 業化促進機

種に指定されている重要複合機械で,特 に普及を

促進すべきものについて,そ の設置者に初年度%

の特別償却を認めることとしているが,高 度な性

能,機 能を有 したオンライン電算機システムをそ

の対象に加えることとする。

④電子計算機買戻損失準備金制度の延長

日本電子計算機株式会社を通 じて レンタルされ

たコンピュータが レンタルバ ックされた場合,電

算機メーカーに多額の損失が生じるこ と とな る

が,こ の損失に備え企業経理の適正化を図るため

に認められた本制度の適用期限を55年度末まで2

年間延長する。

⑥情報処理技術教育研修費の税額控除制度

情報処理技術者の不足に対処 し,緊 急にその養

成を図るため,企 業が情報処理技術者育成のため

投下 した経費の一部を税額控除するものである。
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郵政省における情報処理関係施策
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郵政省電気通信監理官室
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郵政省は,通 信主管庁 として通信関連産業全般

(放送,電 波,デ ー一タ通信,CATV,電 信,電

話,フ ァクシミリなど)に 対 し,所 要の規律,監

督及び助成等の措置を講 じている。

これらの うち,情 報処理関連施策 としては,

①情報通信の高度化のための開発調査

②関連電気通信技術の研究開発

③情報通信に関する基盤整備

④省内情報処理の推進

等を挙げることができるが,昭 和54年 度における

これら施策の概要は次のとお りである。

1情 報通信の高度化のための開発調査

ω標準プロ トコルの総合評価

近年の電気通信技術,電 子計算機技術,ソ フト

ゥェァ技術等の発達に伴い,コ ンピェータ ・ネッ

トワークは,従 来のホス ト集中型から分散型ネッ

トワークへと発展し,各 種 リソースの共有化が進

みつつある。このような分散型ネットワークにお

いては,異 機種電子計算機相互間の通信及び異機

種端末からのアクセスを可能とするための通信規

約(プ ロトコル)の標準化が必要である。

このため,昭和52年 度及び昭和53年 度において,

標準プロトコルの開発を行 つたが,本 年度は数段

階に分けて開発された標準 プロトコルについて総

合的な評価を行い,全 体 としての整合性を図るほ

か,そ の応用等についての検討を加えることとし

ている。

②プロ トコル検証システムの開発

データ通信システムにおいて用いられるプロト

コルは,そ のシステムで用いられる電子計算機,

端末等によって異なってお り,実 際にシステムを

稼動させるに当っては,前 提 とされたプロトコル

に沿ってプログラムを作成 し,検 証することを要

するものである。このため現状では各システム毎

に,場 合によっては端末等の導入毎に,そ のシス

テム用の検証システムにより検証 している。

標準 プロトコル採用システムは,拡 張性,シ ス

テム間結合の容易性等に富むものではあるが,こ

の場合にあっても検証システムは不可欠であり,

標準プロトコルの開発 と表裏をなす ものであると

ころか ら,本 年度以降この検証システムの開発を

行 うこととしている。

本年度においては,検 証システムの基本設計を

行 うとともに,周 辺機能の一部を開発することと

している。

{3}データ通信向き言語の開発調査

コンピュータ ・システムは,当 初のインハウス

のものから,単 一機能的なデータ通信システム,

分散型ネットワークへと変遷 してきてお り,そ の

利用分野も今後ますます多様化するものと考えら

れる。

このようなデータ通信の高度化に伴い,デ ータ

通信システムで用いられるソフ トウェア作成のた

めの言語 も新たに開発 ・改良を要するものとなっ

てきている。即ち,現 在,業 務処理機能を実現す

る言語としてはFORTRAN,COBOL等 の

手続形言語やPG-li等 の非手続形言 語 が あ る

が,デ ータ通信 システムで用いられるソフ トウェ

ア作成用としては必ず しも十分ではな く,業 務処

理の高度化,複 雑化に対応 した機能言語の改善,

開発が必要である。

このため,本 年度においては,こ れまでの各種

縄



言語について機能向上すべき事項につ い て 調 査

し,今 後の展望を行 うこととしている。

{4)データベース利用技術の開発

近年データベースサービスは,国 際的,国 内的

に急速な拡がりを示 しており,ネ ヅトワーク化の

進展に伴い需給全体が大きな伸びを示すものと期

待 される。 しか しながら国際的に見れば,デ ータ

ベースそのものの質的量的な面で,我 が国のデー

タベースは遅れており,今 後各方面での努力が期

待され るところである。一方,そ の利用技術面に

おいても,今 後複数のデータベースがネ ットワー

クで結合され,ユ ーティリティとして十分な機能

を果たすためには,デ ータ通信のサイ ドからの技

術開発を早急に行 う必要がある。

このような観点から,本 年度以降,各 種データ

ベースの利用面 ・技術面の動向,デ ータベースの

ネットワーク化の検討等について広範囲な調査検

討を行 うとともに,ネ ットワーク上に複数のデー

タベースを配置 し,こ れ らを多くの利用者が利用

するための共通アクセス手法の開発を行 うことと

している。

㈲ネ ットワーク化に伴う諸問題の調査

データ通信のネ ットワーク化の進展は,今 後の

経済社会諸活動の効率化 ・高度化を図るうえで不

可欠かつ不可避なものであるが,一 方,ネ ットワ

ーク化に伴 うマイナス面についても十分に考慮す

る必要がある。データ通信システムの障害対策,

データ保護対策等は こうしたマイナス面に対する

対策 として,単 一のデータ通信システムにおいて

も慎重に対処 されなければならない問題 で あ る

が,デ ータ通信システムを相互に接続 し,ネ ット

ワーク化 しようとするときは,こ れ らについてよ

り慎重な配慮で臨む必要がある。

こうした観点から,本 年度においては,ネ ット

ワーク化の動向を踏まえ,そ の技術上,運 用上の

諸問題について調査検討を行 うこととしている。

(6}文字図形情報ネッ トワークシステムの開発

最近の 「情報流通の実態調査」によると,一 ・方

向通信であるマス ・メデ ィアを媒介 とした情報に
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対する需要が頭打ち とな り,双 方向通信をその特

徴 とする電気通信系のパーソナル ・メデ ィアによ

る情報に対する需要が急速に増加 していることが

示 されている。

また,パ ターン認識 色彩識別が可能であ り,

2次 元的空間に表示 される豊富な情報から,受 け

手が必要とする情報を任意に選択可能である画像

通信は,電 信電話に続 く極めて重要なメデ ィアに

なるものと考えられている。

このような事情を背景として,郵 政省では,電

話 とテレビの高い普及率に着目し,セ ンターに蓄

積されたニュース,一 般生活情報,学 習プログラ

ム,天 気予報,ス ポーツ結果等の文字図形情報を

電話回線を介 してテレビ受像機に表示する文字図

形情報ネットワークシステム(CAPTAINS)

を開発することとしている。

本年度においては,東 京都内の電話加入者1,000

程度を対象としてキャプテンシステムの実験を行

い,技 術的可能性,国 民のニーズ,制 度上,経 営

上の諸問題を検討することとしている。

このため,実 験を目的とする財団法人 「キャプ

テンシステム開発研究所」を昭和54年2月 に設立

した。

(7)同軸ケーブル情報システムの開発

CATVの 伝送路に使用される同軸ケーブルを

利用 して,テ レビ放送の再送信以外に,双 方向通

信を含む多種多様な情報サービスを行 う同軸ケー

ブル情報システム(CCIS)に ついては,CC

IS調 査会を設置 して調査研究を行 う一方,多 摩

ニュータウンにおいて,実 際にCCISの 実験施

設を設置 して,放 送応答サービス,フ ァクシミヅ

新聞サービス等を提供 し,問 題点の解明を昭和53

年3月 まで行った。
、

そ の結果,CCISを これ までのハー ドウェア

中心 の発想か ら,地 域性を中心 と したシステム と

して理解 しなお し,コ ミュニテ ィ ・コ ミュニケー

シ ョン情報 システム として とらえ直 す 必要 が あ

り,具 体的には,今 後,規 模の拡 大,地 方 自治体

等 との協力,地 域住民の参加,番 組内容の高度化
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などを行 う必要があることが判明した。

これによって、昭和53年 度から3年 間の予定で

既設の施設をモデル ・システムとして運用 し、こ

のシスムの周知に努めるとともに、今後の普及、

定着を図るために必要な経済的可能性、社会的ニ

ーズ等を解明することにしており、本年度は第2

年 目として、更にきめの細い検討を加えることと

している。

(8)総合テレメi・一夕システムの実用化のた

めの開発調査

電気、ガス、水道等のメータの検針を従来の人

手による個別の方法に替え、電気通信を利用 して

総合的に自動検針 しようとする総合テ レメータシ

ステムの実用化のための開発調査を昭和53年 度か

ら4ケ 年計画で進めている。

本プロジェク トでは、経済的、効率的なシステ

ム構成を図る観点に立って、広域的に分布 してい

る各家庭のメータから、検針データを収集するた

めの線路設備として、加入電話回線を利用する方

式の開発を 目的 としている。

本年度は計画の2年 目に当たることから、初年

度に行った通信方式の標準化に関する検討をベー

ス とし、さらに実用化に向けて、信頼性の確保や

機密保持、責任分界等の細 目調査検討を進めると

共に,端 末装置等の標準仕様の作成等を行 うこと

としている。

(9)行政情報通信網関連技術の開発

各省庁が共同で利用する行政情報通信網設立に

関する調査研究の一環 として行っているものであ

り、昭和53年 度は、行政用標準フ ァクシミリ装置

(ADMIX)の 開発製造を行ったほか,市 販の

中速、低速ファクシミリ装置 と相互接 続 が 可 能

な、同報機能を持った総合装置の開発製造などを

行 った。

本年度は、これら試作機を公衆電気通信回線を

介 して相互に接続 し、実用の場合 と同じ形態で運

用試験を実施することによって、ADMIXを 主

端末 とする行政用ファクシ ミリ通信の在 り方につ

いて、最終的な検討を加えることとしている。

2関 連電気通信技術の研究開発

(1淳 宙通信及び人工衛星の研究開発

実験用中容量通信衛星(CS,さ くら)及 び実

験用中型放送衛星(BS,ゆ り)は 、いずれも成

功裡に静止軌道に投入され、初期性能確認チェッ

クを経て、前者については昭和53年5月15日 、後

者については同年7月20日 か ら定常運用段階に移

行 し、実験実施計画書に従って実験が実施されて

いる。

実験内容は,衛 星の機能確認実験、通信実験,

電波伝搬実験,管 制実験等であ り,CS計 画にお

いては、応用実験 として衛星システムを用いたコ

ンピュータ ・ネットワーク ・システムの開発も予

定されている。本年度は,実 験の継続及び来年度

か ら始まる応用実験の準備を行 う。

②周波数標準に関する研究

周波数標準に関 しては,従 来から研究を続けて

きているが、本年度も水素メーザの実用化実験及

びセシウム標準器に関する研究を継続 して行 う。

また,世 界的規模における時計の高精度周期の

研究のため、NASAに よって開発された受信機i

によって,航 法技術衛星(NTS)に とう載され

た原子標準時に基づく信号を受信 してお り,本 年

度は精度を上げるための研究を行 う。

更に,周 波数の短期安定度を測定するための基

準信号として、また,超 高安定度のマイクロ波信

号源 として,昭 和51年 以来,超 伝導空胴による超

安定発振器を開発 してきたが,本年度は,1×10-12

程度の安定度を目標に研究を行 う。

3情 報通信に関する基盤整備

{1)情報通信業の基盤整備

情報通信業の現状を見ると,米 国系の情報通信

事業者が既に全米的なネットワークを完成し,全

世界的なネットワークの形成を進め,世 界の主要

都市においてサービスを提供 しているのに対 し,

我が国企業は経営面,サ ービス内容,事 業規模な

どにおいて脆弱な状況にある。また,欧 州におい

(

(



ては米国系企業が進出 して既に圧倒的な市場 シェ

アを占めている結果,情報の流出,情報蓄積の偏在

によるナショナル ・セキェリティが問題 となって

おり,我 が国においても現状を このまま放置すれ

ば,同 種の事態が引き起 こされるおそれが強い。

こうした観点から,情 報通信業の技術力,経 営

力を向上 させ,事 業の社会的地位を確立強化する

ために,大 規模な先行投資意欲を促進する税制,

金融措置など関係制度の整備,市 場環境の整備,

技術移転の促進な ど,広 範囲かつ長期的な立場か

ら具体的施策を検討 してい くこととしている。

(2)データ通信回線利用制度の整備

データ通信を中心 とする多彩かつ高度なサービ

スの需要に対応するため,電 電公社及び国際電電

は,高 度かつ高品質の新しい交換網サービスを提

供することとし,その研究開発に取 り組んでいる。

郵政省ではこの新 しいデータ網サー ビス に 関

し、そのサービス内容や料金,サ ービス提供地域

インターフェイス条件やさらには既存網あるいは

自営設備 との接続についてな ど利用制度全般に関

し,電 気通信体系全体の秩序を考慮しつつ,国 民

の利益を増進するとい う観点に立って検討を進め

ている。

(3)データ保護対策の推進

データ通信システムが社会生活,個 人生活に深

く入 り込み,ま た大規模なものとなっていくに従

い,事 故等に対する安全性の確保やプライバシー

の保護など,デ ータ保護対策が重要な課題 となっ

てきている。 しか しなが ら,デ ータ通信は発展途

上にある極めて技術革新の著 しい分野であること

から,現 時点では一律的な規制を講ずる段階には

達していないと考えるので,自 己規律を促進 して

いくことを主眼としてその具体的施策について検

討中である。

なお,デ ータが国外に転送,蓄 積される,い わ

ゆる越境データの問題がOECDで 検討されてお

り,ガ イ ドライン設定の方向にあるが,そ の動向

いかんに よっては,法 的 ・制度的手当が必要とな

ることも考らえれるので注 目していきたい。
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{4)データ通信の実態調査

データ通信に関する諸施策を推進するうえでの

資料を得るため,デ ータ通信及び情報通信業に関

する利用状況,サ ービスの提供状況,デ ータ通信

サービスに関する社会的ニーズの動向等の調査を

本年度も引き続 き実施する。

㈲情報流通の実態調査

情報化の進展に対応 して,郵 便,電 話,テ レビ

ラジオ,デ ータ通信など情報流通メデ ィアに関す

る諸施策を推進するための資料を得るとともに,

情報流通統計 として公表 し,広 く各般の需要に応

じるため,各 種情報流通メディアについて,情 報

の流通量,流 通距離,流 通に要 した経費等の調査

を本年度 も引き続き実施する。

4省 内情報処理の推進

(1}為替貯金オンライン ・システムの開発

全国9ケ 所のセンターと2万 の郵便局 との間を

データ通信回線で結ぶシステムであり,昭 和53年

8月 から神奈川県下の13の 郵便局において業務を

開始 し,順 次対象を広げ,昭 和53年 度末において

は,約280局 がシステム化されている。また,昭

和53年8月 からは宇都宮計算センターが,同 年11

月からは大阪計算センターが,そ れぞれ総合試験

を開始している。

本年度は,引 き続き対象局を拡大 し,東京都下,

大阪府下,栃 木県下等の郵便局でオンライン業務

が開始される。

②簡易保険オンライン ・システムの開発.

東京,京 都の2セ ンターと約1,100の 郵便局と

を結ぶシステムであ り,昭 和52年2月 から一部地

域でサービスを開始 し,本 年度中には,沖 縄を除

く全国オンライン化が行われる予定である。なお

沖縄については,昭 和55年度に実施する予定であ

る。

(3鷹波整理情報システムの開発

無線局等め各種情報を即時検索できる全国的な

データ通信システムであり,本 年度中に運用を開

始する予定である。
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行政管理庁における行政情報処理の推進策
ロ 　 ロ　　　

行政管理庁行政管理局

1行 政機関における電子計算機利用

の現状

(1)国の行政機関における電子計算機の利用は,30

年代前半から開始された ところであるが,そ の後

行政事務処理の効率化,行 政サービスの充実等を

図る観点から,逐 年,行 政機関における電子計算

機の利用が進み,ま た,行 政における電子計算機

利用は,民 間等を含めた我が国情報処理の進展に

先導的な役割を果た してきた。

この結果,国 の行政機関における電子計算機の

利用は,既 に相当程度の進展を遂げ,さ らに高度

化,多 様化の動きを見せつつあるが,こ のことは

同時に,電 子計算機の利用自体が行政活動の中で

次第に重要かつ不可欠な,ま た,要 員,経 費の面

で相当な規模を有する活動となってきていること

を示すものである。

国の行政機関においては,53年 度末現在(見 込

み)で,20省 庁203部 門(課 ・室等)に299台(買

取換算価格総額1,511億 円)の 電子計算機が設置

されてお り,こ のほか電子計算機未設置省庁にお

いても,行 政管理庁電子計算機共同利用施設の利

用あるいは外部委託による電子計算機の利用を行

っているところから省庁単位でみて全省庁が電子

計算機の利用を行っている状況にある。(表一1)

②電子計算機を股置 している省庁における電子計

算機の運用経費及び運用要員数は,そ れぞれ昭和

53年度予算額総計848億7,000万 円,53年4月1日

現在総数4,916人 となっている。

また,適 用業務については,統 計,各 種計算業

務のほか,各 種登録,照 会業務等の行政事務,さ

らには情報検索,分 析 ・予測等 と極めて広範多岐

にわたるところとなってお り,全 国的な規模のシ

ステ ムも少な くない。

2昭 和54年度情報処理関係予算の概要

54年度における各省庁の情報処理関係予算の総

額は行政管理庁の調べによると,約1,230億 円で

あり前年度に比べて22.O%の 増加 となっている。

これを会計区分別,経 費区分別にみると表一2の

とお りである。

電子計算機運用等経費について,対53年 度(当

初予算)比 では特別会計の伸びが一般会計より高

い。これは,郵 政省の為替貯金,簡 易保険業務の

機械化が開発段階から実施段階に入 ってきている

こと及び厚生省,運 輸省等に若干の増加がみ られ

ることなどのためである。

情報システム開発経費について,対53年 度(当

初予算)比 では,運 用等経費 とは逆に,一 般会計

の伸びが特別会計 より高い。これは,電 子計算機

運用等経費の項で述べたとお り,特 別会計による

郵政省の為替貯金等のシステム開発が一段落 した

ことによる部分が大きい。

次に各行政機関における電子計算機の導入,切

替え状況をみると表一3の とお り,新 規導入13台

切替え41台 となっている。これら導入,切 替えの

傾向としては,機 種の大型化やオンライン化を指

向するものが多い。

3行 政情報処理関係施策の概要

現在の厳 しい行財政事情の下にあって,行 政の

簡素 ・効率化の一層の推進を図ることが強 く要請

されている。電子計算機の利用は行政事務処理の

改善合理化に大きく貢献 し,今 後 ともこれを積極

的に推進していく必要があり,こ れと同時に電子

計算機利用 自体に関 しても,そ の効率化を図ると

{
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い う要請は大きいが,こ のような状

況の下にあっては,電 子計算機の機

能に即応 した事務処理の方 式 の 確

立,情 報の有機的高度利用等を一層

推進するとともに,電 子計算機利用

の効率化及び利用体制の整備等につ

いても努める必要がある。

また,行 政機関等における電子計

算機利用が次第に国民の社会経済活

動に大きなかかわ りをもちつつある

ほか,行 政における情報処理と社会

民間活動における情報処理とが,一

つの全体としてのシステムを形成 し

つつある傾向にもあ り,行 政情報処

理の推進に当たっては社会的広が り

をもった視野の下に行政水準の質的

向上,国 民サービス,社 会福祉の充

実等を目指 して各種の施策を講ずる

ことが重要であると考えられる。

したがって,今 後行政情報処理に

関しては,上 述の観点から中 ・長期

的に逐次必要な具体的諸方策の推進

を図るものとするが,54年 度におい

ては,以 下を重点として業務を実施

することとする。

(1}行政機関における電子計算機利用

の効率化

電子計算機の利用が行政の様々な

分野に定着 し,そ の重要性を増す と

ともにその経費も増大するところ と

なっているが,こ れに伴いその効果

の挙揚,効 率性の向上が重要な課題

とされ,各 方面か ら種々の指摘がな

されている。特に47年度決算に関す

る衆議院の議決(50年6月27目)に お

いて,「政府は,情 報処理の総合調整

体制を強化 し,行 政機関における電

子計算機利用の効率化を推進すべき

である。」とい う指摘もなされた と
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表一1行 敵機関における電子計算機導入等状況

(昭和53年 度末現在)

1台数i主 要 適 用 業 務

庁

省

省

省

省
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務

務

蔵

部

生
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1

統 計

指名手配照会,車 輌照会,運 転者管理

法令検索,給 与共済

技術計算,工 事費積算,給 与共済

補給管理,技 術計算

経済分析計算

技術計算

分析計算,公 害計測

1犯 歴票管理,出 入国記録管理

…情報検索,旅 券発給,電 信メッセージ交換,写 植

統計,情 報検索,税 務

、統計,情 報検索,分 析計算

1統 計,社 会保険,年 金
　

1統 計,在 庫管理,技 術計算

統計,情 報検索,技 術計算
　

1統 計 ,車 検登録,気 象,航 空管制

貯金,簡 易保険,数 理統計

統計,雇 用保険,労 働保険,職 業紹介

統計,技 術計算

統 計
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経費(億 円)台数(台)
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台 経費 年度
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図一1行 政機関における電子計算機利用の推移

要員年度
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ころである。

このような状況を受けて51年度以来行政機関の

電子計算機利用の効率化に関 し,行 政管理庁を中

心に政府は各行政機関による共同研究,個 別情報

システムの分析評価等を実施するほか,デ ータ,

プログラムの相互有効利用等について各種施策を

講 じてきてお り,さ らに54年 度においては,引 き

続き各行政機関に共通する課題の改善方策につい

て検討を進めるとともに,特 定の個別情報システ

表一2昭 和54年度情報処理関係予算(単位:千 円)

ぽ 分悼 一+合 計灘li
欝 欝1肌9221・ …1・8671・ll5,09・,7891108・・ll30・11・22・

蹴 瞬88・6・1・,024・913:7・ ・O・・5131,121・・`・・頼 ・1

[ll-11!1

総 計;39,983"eei83・Ot6'780112'・OOO・302
・110・4・12S・51122・01

(注)本 表における電子計算機運用等経費には電子計
算機未設置部局課等が自省庁及び他省庁に設置
されている電子計算機を利用して業務を処理す
るための経費を含む。

表一3

ムの分析評価を行 うほか,従 来の検討成果に基づ

きガイ ドラインの策定等を行 うこととしている。

また,電 子計算機処理に係るデータ,プ ログラ

ムについても,従 来の成果を踏まえ,各 行政機関

において交換可能なデータ,プ ログラムの台帳等

の整備を図 り,こ れらの相互有効利用の促進に努

めることとしている。

②行政機関における電子計算機の共同利用

各省庁の情報処理を側面から支援 し,政 府全体

として効果的かつ効率的な情報処理を行 うことは

従来から重要な政策課題の一つとされており,こ

のため,行 政管理庁は48年度以来電子計算機の共

同利用を目的として調査研究,さ らにこれに続 く

システム開発を実施してきたが,53年4月 には大

型電子計算機を導入した 「電子計算機共同利用施

設」を開設 し,業 務処理を一部開始 した。

同施設開設後,同 年度内にすでに全省庁を対象

として法令検索及び会議録検索システムさらには

個別省庁システム等業務の運用を開始 したが,54
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昭和54年 度行政機関電子計算機導入 ・切替え等状況
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(注)表 中の〈 〉書きは国庫債務負担行為により認あ られたもので り,
導 入は昭和55年 度以降 となるもので外数である。

年度においては,引 き続き法令検索

等の共通利用システムの拡充を進め

るとともセこ,オ ンライン化について

も検討を開始することとしている。

なお,同 施設においては,行 政運

営の管理改善を推進 し,行 政情報処

理の高度化を進めるに当たってこれ

ら関係業務に携る職員の養成,関 係

知識,経 験の普及等が重要な課題 と

なるところから,政 府内の統一合同

研修 として,行 政管理セ ミナーを実

施 しており,政 府内情報処理基幹要

員等の養成に努めている。この行政

管理セミナーは,現 在,「 管理分析

者 コース」及び 「ADPマ ネジメン

トコース」の二つのコースにより構

成されてお り,こ の二つのコースは

さらに,本 省庁の課長級から基幹要

員を対象とするものまで,並 びに管

理改善及び情報処理の各分野,各 階

{
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層等に応 じて各種のコースに分けられている。こ

れら各 コースは,年 間を通 じ概ね延べ8回,延 べ

参加人員約350人 以上を数えるところとなってお

り,今 後 さらにコースの増設,内 容の高度化を進

めることとしている。

(3)行政情報通信の合理化

近年,行 政機関においては電話通信,フ ァクシ

ミリ通信等の通信回線の利用が増大 してお り,通

信回線の効率的利用,通 信経費の節減,情 報処理

の高度化,迅 速化等が要請されることとなってい

るが,こ れに対応 して組織的,合 理的に行政通信

網を形成することが必要 とされてぎている。

このため,52年 度から行政管理庁では,行 政情

報通信の合理化に着手 し,各 種調査を実施し,こ

の成果を踏まえて,54年 度は東京(本省庁),大 阪

(ブロック機関)間 に各省庁共同利用の行政電話

回線(専 用回線)を 設置 して,そ の試験的運用を

行 うこととしているほか,55年 度以降においても

遂次共同利用回線網の拡大を図る予定である。

また,電 話交換業務の合理化についても,「 行

政改革の推進について」(52年12月23日 閣議決定)

により,そ の推進方が決定 されたところから,こ

れに基づき電話交換業務の合理化方策(電 話交換

の自動化,電 話交換業務の民間委託化及び共同化

等)に 関する調査研究を進めるとともに,各 省庁

から提出された電話交換業務合理化計画について

調整等を図っている。

(4)データ保護対策等

①電子計算機利用の拡大,高 度化の進展に伴い,

電子計算機処理に係るデータの滅失,漏 えい,き

損等を防止すること,す なわちいわゆるデータ保

護対策を充実することの必要性が高ま りつ つ あ

り,同 時に,個 人にかかわるデータの処理につい

てはプライバシー保護の問題も生 じてきている。

このことから,行 政管理庁においては,こ の問題

に関し積極的な検討を行ってきており,50年4月

の行政監理委員会の中間報告を得て後,各 種対策

の検討を進めるとともに,51年1月 には,「 電子

計算機処理に係るデータ保護管理準則」を定め,
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各省庁におけるデータ保護管理規程の整備等を推

進するなど,今 後 とも引き続き各省庁における具

体的措置の推進を図ることとしている。

②行政情報処理に関する調査研究については,従

来,各 省庁に共通 し又は関連する情報システムの

開発のための調査研究の調整を図ることとし,45

年度以来,行 政情報処理調査研究費により,各 省

庁又は当庁の分担による調査研究の推進を図 り,

政府全体 としての調査研究の一体性 ・効率性の確

保を図ってきたところであるが,今 後とも引き続

き,行 政機関における電子計算機利用の高度化,

効率化等に資する具体的かつ波及的効果の高いも

のに重点を置きつつ,こ れを積極的に推進すると

ともに,そ の成果の一層の活用を図る。

なお,54年 度の行政情報処理調査研究費による

調査研究テーマとしては次のものがある。

⑦音声認識による入出力システムに関する調査研

究(警 察庁)

④大容量データベースシステムの開発,運 用に係

る諸技術の調査研究(行 政管理庁)

⑰公共的データベースの形成に関する調査研究

(行政管理庁,科 学技術庁)

㊤行政情報通信システムにおけるファクシミリ端

末の利用に関する調査研究(行 政管理庁,郵 政

省)

㊥行政成果情報システムの調査研究(行政管理庁)

◎人事情報 トータルシステムの調査研究(文部省)

㊧海外農業開発計画情報検索システムの調査研究

(農林水産省).

⑦海域環境情報システムの調査研究(運 輸省)

③その他行政情報の有機的,高 度利用を図 り,そ

の社会的活用を推進する見地から,公 共的データ

ベース形成の在 り方について検討を行い,ま た情

報処理の進展に不可欠な高度の技術を有する要員

の確保,養 成に関しても問題点の把握等を行い,

適切な対策の確立に努めることとするなど,行 政

管理庁を中心にして関係行政機関においては,行

政情報処理の推進,効 率化,高 度化等に必要な各

般の施策努力を行 うこととしている。
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53年 房 事
● 調 査

● 海外調査1

● 研究開発 ・

当協会は内外の情報処理の動向及

びわが国の情報処理の振興のために

各種の調査 ・研究 ・開発などの事業

を行 っている。昭和53年 度は,オ ン

ライン ・システムの動向調査などを

行 ったが,そ のうちの主なものを紹

介する。なおこれ らの事業成果は報

告書にまとめられている。

(表紙裏報告書リスト参照)

「
わが国の

オ ンライ ンシステムの動向一

昭和53年 度オンライン需要調査の標本は,

回収数457社

資本金平均13,952百 万円

年商平均292,668百 万円

従業員数平均4,739人

であって,そ の回答によるオンライン化の動向は

次のようなものであった。

1.5年 後の予想コンピュータ設備規模

調査年度を1と した5年 後の予想規模倍率は,

景気の良い年の調査では強気とな り,景 気の悪い

年の調査では弱気となる。調査年度別予想倍率の

推移を見ると,53年 度は景気の底入れに近いこと

を思わせている。

5年 後の予想規模

調 査 年 度 5年 後予 想 規模

53年 度 調 査 1.92倍

52〃 1.94倍

51〃 2.04倍

2.5年 後の トランザクション数(デ ータ量)の

増大予想

調査年度を1と した5年 後の トランザクション

数増大倍率は調査年度によりそれほど変 化 しな

いo

5年 後の トランザクション数倍率予想

調 査 年 度
5年 後 トランザクション量

増大予想

53年 度 調 査 2.7倍

52〃 2.8倍

51〃 2.8倍

5年 で2.7倍 は年率平均22%増 であって相当高

いo
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3.端 末 機 の動 向

端末機 のイ ンテ リジ ェン ト化 の傾向が明瞭 に看

取 できる。 ノンイ ンテ リジ ェン ト端末 とイ ンテ リ

ジ ェン ト端末 の台数比は,現 在77:23で あ るが,

5年 後 に この比 は58:42に な るもの と予 想 され て

いる。

なお全 台数中,機 種別 シェアは次の とお りであ

る。

　%く在現
…

⊃ざ、

8孔

1肌

P

イレ

種

・

"

」
機

イ

ニ

、

デ

5年 後(%)

14.3

19.5

末

P

リ

タ

約

モ

端

プ

メ

ン

融

≡

リ

金

紙

キ

プ

48.0 38.3

2.3 2.5

0.4 1.7

5.7 8.2

POS端 末 0.5 1.4

予 約 用 端 末

複 合 制御 装 置

そ の ⇒

合 計

1.5 4.2

3.4 4.4

5.1 5.6

100 100

4.保 有回線の動向

各社ごとの伝送能力の強化,1回 線当り平均伝

送容量の増大(高 速化)の 傾向が著 しい。

鑓 鵜 伝送1回 線当り伝送容量平均

現 在 70kbps/社 1,156bps/回 線

5年 後 129kbps/社1,621bps/回 線

5.入 力方式の変化

また入力方式 も急速に脱パ ンチ傾向にある。

パ当計 乍 叫嚇 MICR
方式

現 在 86.9%
i4all155 25.7 3.3

5年後 60.8% 71.6 43.2 25.8 5.6

(多重 回答)

報告書 「オンライン需要調査報告書」(53-ROO3)

91

産業別情報拠点の

育成に関する調査研究

わが国における情報システム化の1つ の方向と

して,産 業情報の整備 と情報流通のためのネ ット

ワーク形成があげられる。

本調査研究は,こ うした状況から,産 業情報流

通の中核的機能を有する業界団体を中心に情報拠

点を育成 し,情 報資源を有効に利用するための流

通ネヅトワークを形成することを 目的に,昭 和53

年度 より3年 計画で実施 している。

産業界において,団 体は図一1に 示すように情

報提供による業界意志決定への寄与,対 外部との

折衝等,さ まざまに機能 しているが,情 報拠点と

して,情 報処理 ・提供機能を拡充するためには,

コンピュータ利用可能な形態で情報を整備する必

要がある。53年度は,ま ず産業情報の整備を 目指

して,拠 点候補 とな りうる10業界団体を対象に,

委託方式で 「産業情報ニーズ調査」を行った。業

界における政策課題 と情報ニーズの対応関係,情

報利用の実態,情 報処理の進展状況,情 報の保有

・流通形態の現状等の実態を把握 し,現 状を分析

した。

この結果,各 産業界において必要とされる情報

は多様で広範にわたってお り,各 業界に共通 した

データや統計の利用が見 られる一方,官 庁統計の

加工編集や会員企業からの情報収集により団体が

作成する業界統計等,産 業固有の情報利用が多い

ことがわかった。また,外 部情報の入手希望も多

く,ネ ヅトワーク機能により,相 互に情報の利用

・提供を行 う必要性が確認された。 、

このことから,官 庁データ等,共 通性の高い情

報は一元的に整備管理 して共同利用を行い,業 界

統計等,固 有性の強い情報は,各 産業界ごとに専

門領域のデータバンク(情 報拠点)を 形成 して分

散型に管理 し,産 業の情報化,知 識集約化を推進

するのが有効であると判断された。
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また,情 報拠点の育成については,情 報システ

ム化が進行 している日本鉄鋼連盟に基礎調査を委

託 して,コ ンピュータ利用の現状 と経験を基に拠

点育成上の問題点を抽出した。さらに,調 査委員

会において官公庁及び各業界における情報の収集

・蓄積 ・評価分析の分業体制のあ り方を検討 しつ

つ基本構想をとりまとめた。

基本的には,情 報拠点は各団体の自助努力によ

って整備すべき問題であり,団 体の個別ニーズに

立脚 した自主独立の情報センターとしての意義を

強調 した。その上で各拠点が相互補完しながらネ

ットワークを形成 していく姿を想定した。図一2

にその類型を示すが,今 後,政 府一産業間,海 外

一産業間のネットワーク構築も併行 して考えてい

くべき課題である。

〈情報拠点の機能〉 〈団体 業務〉

情報処理

○業界統計作成
○官庁統計の加工
編集
○∫三測分析のた
めの情報処理

情 報の整備

(デー タベース化)

○資料セ ンター機
能

O情 報 の所 在案内

図一1

産業別

情報拠点

③海外一産業開
情報ネットワーク

海外情報機関

政府機関
産業団体

① 産業間情報
ネットワーク

JETRO

アジ研等

②政府一産業間
情報ネットワーク

図一2産 業情報ネットワークの類型

シ ス テ ム 監 査 の

実 態 と そ の 推 進

当協会は,昭 和49年 に システム監査 の実施を提

唱 し,翌50年 には システム監査委員会を設置 して

本格 的な調査研究 に取 り組 んで きた 。昭和53年 度

における調 査研究 は,実 態 の把握 に重点 を置 き,

ア ンケ ー ト調査 とケ ース ・スタデ ィを行 ない,シ

ステ ム監査の実施状況を浮 き彫 りに した。

1.ア ンケ ー ト調査結果

この調査は,約5,000ユ ーザを対象 と した もの

で,回 答 した1,304事 業 体 の うち システム監査を

実施 しているのは196事 業 体,15%で あ る。業種

別 に見 る と,シ ステム監査 を実施 してい る事業体

は32業 種に及んでお り,す そ野 が広 が りつつ ある

といえる。

つ ぎに,シ ステ ム監査の実施状 況を,コ ンピュ

ータ ・システ ムの規模別に見 ると,超 大型 システ

ムでは45.8%、 大 型 システ ムでは23.6%,中 型 シ

ステムでは11.1%,小 型 システムでは8.5%が そ

れぞれ システム監査を実施 してい る。

また,シ ステム監査 を実施 している196事 業 体

をモー ド別に見る と,オ ンラインが100事 業 体,

バ ッチが73事 業体,オ フライ ンが23事 業体 となっ

てい る。

2.ケ ース ・スタデ ィ

現在,わ が 国で最 もシステ ム監査体制が進んで

いるのは銀行で ある。 この銀行におけ るシステ ム

監査体 制は,つ ぎの3つ に分類す るこ とが で き

る。

①独立型

②部 門監査型

③中間型

まず,独 立型 とい うのは,シ ステム監査 人が 内

部監査部門に所 属 し,コ ンピュー タ部 門か ら完全

に独立 した組織形態を とってい る場合を さす もの

{
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であ る。

つ ぎに,部 門監査型 とい うのは,シ ステム監査

人が コン ピュータ部 門のスタ ッフ として位置づけ

られ る場合を さす ものであ る。

さらに,中 間型 とい うのは,シ ステム監査人 が

兼務 していた り,あ るいは コン ピュータ部 門へ派

遣 され ている よ うな場合 を さす ものである。

3.シ ステム監査推進のために

最近,民 間企業を中心 と して システム監査への

認識は高 まってい るが,ア ンケ ー ト調査に見 られ

るよ うに,実 施率は15%に す ぎない。情報化の進

展 とともに,シ ス テム監査は ます ます重要にな っ

てい るが,現 状においては側面か ら援助す ること

も必要であ る。 とくに,ト ップ ・マ ネジメン トの

よ り一層 の理解が必要であ るこ とを指 摘 で き よ

う。

現段階で,コ ンピュータ部 門自身が取 り組 むべ

きことは,ま ず,責 任 ・権限 の分離,あ るいは規

定 の文書化等 マネ ジメ ン ト上 の基 本 原 則を確 立

し,そ の妥当性が第三老 に認 め られ る よ う充実 を

はか ることである。つ ぎに,危 険性分析を実施 し,

エ ラー ・事故 ・犯罪等各種の危 険性を事 前に排 除

す るよ うな体制をつ くるこ とが望 まれてい る。

報告書 「システム監査の実態とその推進」一システ

ム監査の普及定着をめざして一(53-ROO6)

わ が 国 情 報 処 理 の

将 来 動 向

1980年 代 は情報処理 の新 しい時代であ るといわ

れ る。先 ごろの ビジネス シ ョウをみて も,コ ンピ

ュータメーカーは もとよ り,多 くの事務機器 メー

カーが,オ フ ィス ・オ ー トメーシ ョンに,日 本語

情報処理に,フ ァクシ ミリに…… とい った具合で

先を争 って出品 した観があ る。情報機器,情 報処

理 の関係者は,情 報の ニーズ動 向を探ろ うと懸命

に努 力 しているが,産 業,社 会環境 の変化の激 し

12

さ,複 雑さはなかなか捉えられず,情 報ニーズの

将来動向についてはきわめて予測 し難い事情が混

在 しているといえるだろう。当協会で も1980年代

中期を新 しい情報処理形態の萌芽期 と考え,社 会

のさまざまな方面から要請 されるであろう情報化

のニーズと,こ れを支える技術的可能性を多くの

視点から検討するとともに,ア ンケー ト調査を行

って,そ の結果をとりまとめた。以下,そ の調査

の一端を紹介する。

1.検 討テーマ

1980年 代中期 といえぽ,現 在から約6年 後であ

り,情 報処理分野についてこの6年 間の予測を行

なうことは,か なり労力の要るものであった。と

くに定量的なデータからの分析ではなく,委 員会

を通 じての各委員の知識,経 験を生か した討論の

みによって,企 業戦略,あ るいは経営の手段とし

て用いる情報処理の技術,利 用環境等をイメージ

として描き出す ことはなかなか困難であった。

2.調 査項目

本調査研究では,こ れ らの情報処理の利用を具

体的に実現させ得るファクターとして,重 要度が

高い と思われる①ネヅトワーク・ユーティリテ ィ,

②ナフィス ・オー トメーション,③ 日本語情報処

理,④ キャヅシュレス ・ソサエティ,⑥ 分散処理

⑥マイクロ・コンピュータ,の6テ ーマ を抽 出

し,情 報処理分野等の専門家に対 しアンケー ト調

査を行 った。これに対 しては普及度,実 現時期と

いった予測面の把握もさることながら,個 人の希

望的な感想,様 々な(時 には痛烈な)批 判など貴

重な意見も数多く集められた。例えば,「 日本語

情報処理」の項ではコンピュータ処理における漢

字の使用の見通 し(1985年頃)に ついてCZI問では,

別図のように ミほとんど.と ミ大半びのものに漢

字が使用されるとする回答は4割 以上も寄せられ

た半面,「(政 府の)強 力な施策が必要」 とい う具

体的な意見も現れているといったぐあいである。

3.調 査結果

今回の調査は,「1980年 代中期の予測」 とい う

点から見れば,若 干不足な面があることは否めな
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まだ部分的 に しか

漢字 は使 用 され

ない

57.0%

の
他

2
%

回答数

463件

大 半の ものに漢 字

が使用 され る

36.1%

い,し か し 「1980年代中期への情報処理に対する

意識あるいは期待」と見れば,情 報処理技術の提

供者,利 用者の潜在的なニーズを探 り出 す うえ

で,何 らか役に立てられると思われるので,こ の

種の調査は今後も継続して行 う予定である。

報告書 「わが国情報処理の将来動向」(53-ROO4)

わが国における

マイ ク ロ ・コ ンピ ュータ産 業

マイクロ・コンピュータ(以下マイコンとい う)

関連業界の基盤整備に関する問題について 「マイ

コン基本問題委員会」を設けてマイコン産業の現

状および問題点について検討 した。概要は次のと

お りである。

マイ コン産業は,チ ップ ・メーカー,システム・

ハウス,OEMn－ ザから構成されるが,第1章

ではこれら個々の分野に内在する重要な問題点に

ついて分析を行い,第2章 では各分野にまたがっ

て存在する各種の問題点について検討 し,多 元的

にマイコン産業の現状分析を行った。

その結果,マ イコン産業において,本 来メーカ

ーとOEMユ ーザ・・間の橋渡 しをすべ き シ ス テ

ム ・ハウスについては,そ の実態が必ず しも明ら

かでなく,ま た種々の問題が十分掘 り下げ られる

ことなく現在に至っているように思われたので,

システム ・ハウスに重点を置き検討することとな

った。そこでシステム ・ハウス側 より具体的な問

題を提起 してもらい,こ れを第3章 の総合的問題

としてまとめた。最後に,第4章 においてマイコ

ン産業における新 しい企業集団としてのシステム

・ハウス業界の在 り方について検討 した
。システ

ム ・ハウスの存在意義については十分評価できる

が,シ ステム ・ハ ウス業界を独立 して形成するた

めには,日 本の産業構造の中におけるシステム ・

ハウスの位置づけ,業 界形成によりシステム ・ハ

ウスが得るメリットおよびデメリットの解明,シ

ステム ・ハ ウス企業体質の改善などに,い まなお

問題点が残されていることが明らかとなった。

本年度検討の結果,明 らかになったシステム ・

ハ ウスに関する問題点は

①個々の企業の自主的努力により解決するもの

②マイコン関連業界の協力により解決すべきも

の

③国の施策として対処すべきもの

に大別することができるが,こ れらの個々の問題

については,次 年度以降,質 的 ・量的に掘 り下げ

た考察を行い,マ イコン産 業 全 体 のあるべき姿

(商慣習,企 業行動規範等)の 研究,お よびその

重要部分を形成するマイコン産業を振興するため

の政策の研究 と必要な提言を行 う予定である。

報告書 「我が国におけるマイクロ・コソピェ一夕産

業」一現状および問題点一(53-ROO8)

応 用か らみ たマ イ ク ロ ・コ ンー

ピュ一夕技術の現状と課題

53年度のマイクロコンピェータ(以 下マイコン

とい う)応 用技術調査委員会においては,マ イコ

ンに関する最近の技術動向を把握 しなが らまた解

決 しなければならない問題点が多い中で,特 定の
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応用分野について特定の課題を取 り上 げ る より

も,全 般的な視野の中から緊急度の高い課題につ

いて現状分析,将 来展望を行った。本調査結果の

概要は次のとおりである。

ω民生,家 電機器分野への応用は,ま だユーザー

側でのニーズの開発が十分成熟 していない面があ

り,生 活に密着 した地道なニーズの見極めと開発

が必要である。

市民生活様式の高度化,価 値観の多様化とい う

背景がある一方,省 エネルギーとい う大きな要請

があって,今 後この分野におけるマイコンの市場

性は非常に大きい と考えられている。課題 として

は,機 種の統一化,低 価格で品種豊富なセンサお

よびアクチュエータの開発,音 声入出力,漢 字入

出力等のマンマシン・インタフェースの解決が要

望される。

{2)事務 ・サービス産業分野では,卓 上計算機から

始まりPOS,ECR,自 動販売機,預 金の預入

引出機,電 子はか り等大変広い分野に利用されて

いるが,通信,情 報処理関係は現時点では意外にイ

ンテリジェン ト化が進んでいない といわれている

が,今 後データ通信網の発達整備 とともに,業 務

用,家 庭用の端末機器の需要が増えれば,さ らに

将来性のある分野 となる。自動車無線,船 舶無線

等の技術分野においては応用上大きな可能性が秘

められている。

また,製 品の国際競争力とい う観点からは,市

場の伸び率が高いにもかかわらず,ECR以 外は

まだ国際性は低い。その課題の1つ として漢字と

英字の違いがあると考えられる。

{3)工業分野では計測,制 御関連が中心であ り,今

後マイコンの導入は急速に増えてい くであろう。

またデータ通信技術 と結合 して,分 散化制御の傾

向も促進されるであろう。工業分野における課題

は,セ ンサ,ア クチ ュエータお よび入出力装置を

含めて,バ ランスのとれた技術進歩をはかること

であ り,標 準化の問題であり,そ して,ソ フ トウ

ェアの問題である。ソフトウェアについては,最

近話題にな りつつあるソフトウェア ・エンジニア

23

リング(ソ フ トの設計,作 成か ら運用,保 守を含 め

た科学技術手法の体 系)を 適用する ことを考 える

べ きであ る。

(4)ユーザ ーのサ ポー ト(開 発援助)シ ステムの整

備 も,今 後の緊急課題であ る。ユーザー教育は と

くに重要であ り,ハ ー ド,ソ フ トを含めたバ ラン

スの とれ た教育 内容が必要 とされてい る。

(5}マイ コン応 用システム開発を成功 させ るために

は,要 素技術,設 計技術,生 産技術 の各段階 の技

術を有機 的に体 系化 したシステム化 技 術を 把 握

し,有 効活用 してい くことが重要で ある。

報告書 「応用からみたマイクロ・コンビュー技術の

現状と課題」(53-ROO9)

ア メ リカに おけ るオ フ ィス ・一

オ ー トメ ー シ ョン

過去10年 間に製造部門の生産性は90%も の向上

をみせているが,い わゆるオフィスの生産性は,

運営 コス トが倍になっている一方で,わ ずか4%

程度の向上 しかみせていない。オフィスの生産性

を高めようとする試みは,こ れまでの事務合理化

の歴史の中で絶えず行われてきたことは勿論であ

るが,最 近 とみに注 目されるようになり,将 卒の

ナフィス像 として 「オフ ィス・オートメーション」

が論じられている。

この背景には,最 近の著しい技術革新が新しい

可能性を提示 してきたとい う事 態 が あ 、る。つま

り,企 業活動を トータルな姿でみた場合,オ フィ

ス部門の労働集約的構造の強化が目立ち,問 題化

しつつある一方で,コ ンピュータおよび関連技術

の進歩がその解決の可能性を提示 したため急速に

注 目されるようになってきたということである。

しか しながら,「オフィス ・オートメーシ ョン」
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は単なる新 しい装置 の導入問題では ない。それは

オ フ ィス構造 その もの,言 い換 えれば オフ ィスで

の仕事 のや り方 その ものの根底的 な変革を伴 うの

である。人 間的 な問題 も当然介在 して くる。

アメ リカの先進 ユーザ ーの間では,す でに こ う

した新 しいオフ ィス像 へ向けた様 々な試みが なさ

れ 始めている。 また これをめ ぐる論議 も,人 間的

な側面 を含 め,そ の必要性,実 現可能性,そ して

問題点 な どが体系的,網 羅的に語 られてい る。 ワ

ー ド・プ ロセシ ングの問題な ど
,そ の まま 日本に

適用で きな い面 も少 くはないが,オ フ ィス ・オ ー

トメーシ ョンの先進国であ るアメ リカの現状を調

査 し,将 来を展望す るこ とは,日 本の今後 の動 向

を 占 う上で の貴重なデ ータを もた らす こ とになろ

う。昭和53年 度の海外調査(ア メ リカ班)は,こ う

した観点か ら行われた。

調査では まず,シ カゴで行われたINFO'78

(情報 管理展示会/会 議)に 参加 し,続 い てボ ス

トンの調査会社IDC(lnternationalDataCor-

poration)で オ フ ィス ・オ ー トメーシ ョン関連機

器市場に関す る レクチ ャーを受け,そ の後各地 の

先進的 ユーザ ー,注 目され るサ ー ビス ・ベ ンダー

を訪れた。

INFOは,情 報をいかに効率的,効 果 的に管

理 し,企 業経営に生か してゆ くか,と い うことを

基調 テーマ とした ユニークな コン ピュータ会議 で

オフ ィス ・オー トメーシ ョンは会議の5本 柱の1

つ として掲げ られ,今 回は18の セ ッシ ョンが設 け

られ ていた。

Citibank,MetropolitanLifeInsurance,Wes・

temAirlines,LosAngelesTimesと い った訪

問調査先は,ア メ リカの中で も先進的なユ ーザ ー

と して知 られ る ところで,そ のオフ ィス ・オ ー ト

メーシ ョンに対す る見解は示唆に富んだ ものがあ

った。つ ま り,オ フ ィス ・オ ー トメーシ ョンを常

にそれを使 う側,つ ま り現場の事務サイ ドか ら見

てゆ くとい う態 度,さ らに人間心理 の面に も常 に

注意を向けてゆ く姿 勢である。 これ は ごくあた り

まえの事 といえるが,コ ンピュータ技 術者が とも

すれば陥 りやすい問題を よく認識 してい るといえ

よ う。オ フ ィス ・オ ー トメーシ ョンとい う言葉 よ

りも たオ フ ィス ・イ ンフ ォメ ーシ ョン ・シ ス テ

ム"と か ミオ フ ィス ・コ ミュニケ ーシ ョン ・シス

テ ム"と い う言葉の方が よ り適切 ではないか とす

る見解 も,つ きつめれ ば この問題 を単 なる装置 導

入 問題 に還 元 してはな らない とい う信 念の表 明で

ある といえ よ う。

報告書 「アメ リカにおけるオフィス ・オー トメーシ

ョン」一その現状 と将来一(53-ROO1)

海外における情報処理教育一

等の実態調査

1.欧 州

情報処理研修 センターでは,毎 年,欧 米 におけ

る情報処理要員等 の教育実態調査を実施 してい る

が,53年 度 には,欧 州におけ る情報処理教育の現

状を調査す るために土居範久氏(慶 応義塾大学情

報科学研究所助教授)を 団長 とす る調査団を派遣

した。

調査は,昭 和53年9月17日 か ら約2週 間にわた

って欧州5カ 国,ブ ル ガ リア,フ ランス,西 ドイ

ツ,イ ギ リス,オ ランダのそれぞれ相異な る特徴

を もった少数 の機関を訪問 し,そ の機関のおかれ

ている位置 づけを把握 して きた。

各調査対 象機関を要約する と

{1)ブ ル ガ リァーCommitteeforUnifiedSyst・

emforSocialInformationatCouncilof

MinistersofPRofBlugariaは,ブ ルガ リ

アに おけ る ソフ トウェアシステ ムの標 準化 をは

か る機関であ り,社 会主義諸国における国家的

なシステ ム体制づ く りの中での情報処理教 育の

実態を調査 した。

(2}フ ラ ンスーlnstitutdeRechercheofd'ln.

formatiqueetd'Automatiqueで は フランスに

おけ る国立 研究所 のはたす対外的 な情報処理教
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育活動を調査 した。

(3)西 ドイ ツー ル フ トハ ンザ ドイ ッ航空 では要

員訓練用CUUL(ComputerUnterstUtzter

UnterrichtderLufthansa)に つ い て調査 した。

(4)イ ギ リスーOpenUn三versityで は放 送大学

におけるマス メデ ィア,CAIな ど用いた情報

処理 教育の実 態を調査 した。

(5)オ ラ ンダーTechnischeHogeschoolEind・

hovenはTHE多 重 プ ログラ ミングシステム等

で高名な大学 で,代 表 的な欧州型計算機学科に

おけ る情報処理教育の現状を調査 して きた。

報告書 「欧州における情報処理教育等の実態調査報

告書」(53-EOO1)

2.東 南ア ジア

本調査は東南アジア諸国におけるコンピュータ

利用および教育の現状 と将来の動向を探 り,特 に

それ ら諸国におけるコンピュータ要員の教育 ・育

成に対 してわが国として援助,貢 献できる可能性

があるか,あ るとすれば どのようなかたちにおい

てであるかを明らかにす ることを目的に実施 した

ものである。

本調査での訪問先は種 々の事情から,香 港,シ

ンガポール,タ イ,フ ィリピンの4カ 国(10ヵ 所)

であったが,文 献その他の補足的調査から,他 の

諸国についても類似の情況があるもの と考 え ら

れ,こ れら4カ 国の調査は代表性を持つものと思

われる。

訪問先はいずれも当該国のコンピュータ界の指

導的立場にある機関 ・大学であ り,入 手 し得た情

報及び資料等 も貴重なものと思われる。

調査の結果は報告書にとりまとめたが,概 括的

にいって,コ ンピュータ利用の発展段階は,創 始

一拡張一公式化一成熟の拡張段階にあると考えら

れる。また要員養成のニーズは極めて高いが,そ

れぞれの国の実態に応じた利用に密着 した教育が

最も必要であ り,そ こが大きな問題であろ う。

報告書 「東南アジア諸国における情報処理教育等の

実態調査報告書」(53-EOO2)
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情報化推進

標準モデルシステム設計研究

中小企 業で最 も多 く利 用 され ているオフ ィス ・

コンピュータについて,そ の具体的 な実例を紹介

する ことに よ り,広 く中小 企業 の コンピュータ利

用の促進 を図る とい う趣 旨の もとに 「情報化推進

標準モデル システム設 計研 究(中 小企業 の コンピ

ュータ有効利用実態事例集)」 の とりま とめを行

った。

1.目 的

最近は中小企業において も事務の合 理 化 の た

め,コ ン ピュータを利用す るところが増えてきて

い る。中小企業におけ るコンピュータ利 用の方法

には,① 計算 センターへの委託,② 電電公社 のD

RESSサ ー ビスの利用,③ 自社導入な どが考え

られ る。特 に,最 近では中小企業において コンピ

ュータを自社導入す るケースが急速に広が ってい

る。 これ は,近 年 になってオフ ィス ・コンピュー

タ と呼 ばれ る ものが登場 し,コ ンピュータが一段

と低価格化 し,性 能が向上 した ことが最大 の理 由

である。そ こで,中 小企業 で最も多 く利用 されて

い るオ フ ィス ・コンピュータにつ いてその実態を

調べ,成 功 している実例を紹 介す る こととじた。

2.対 象業種,

わ が国で利用 され てい るオ フ ィス ・コンピュー

タ利用を業種別にみ ると,卸 売業,商 事が最 も多

く,次 に多いのは小売業,製 造業,サ ー ビス業な ど

で ある。そ こで本事例集では,わ が国で最 も多 く

利用 され ている業種であ る卸売業を対象 と した。

3.対 象機種

オフ ィス ・コンピュータには,多 種多様な機種

とシス テム構成がある。本事例集では,昭 和53年

8月 現 在 までにオフ ィス ・コン ビュタの メーカ
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-
,販 売 会社 か ら発表 され てい る機種で最新 の機

種 を対 象 とした。

4.作 成 手順

本事例 集の作成手順は,以 下 の とお りであ る。

オ フィス ・コンピュータのメーカー,販 売会社の

中か ら実績 のある ところを20社 ほ ど選定 し,各 社

3事 例程 度の提供 を受け,そ の中か ら20事 例ほ ど

選定 した。 この20事 例 につ いて,面 接 調 査 を 行

い,そ の面接 調査 か ら各事例に対 して コメン トを

つけた。

5.事 例 の概要 、

ここで取 り上げ た17事 例(表 一1を 参照)に つ

いては,当 協会 で作成 した報告 の中に①会社概要

②導入の経緯,③ システムの構成,④ システムの

概要,⑤ 運用方法,⑥ 導入効果,⑦ 将来計画,⑧

コメン トな どの内容が盛 り込 まれ ている
。

表一1活 用事例一覧表
～ 、

・叫
一 活 用 事 例 資本金 年割 従業員

貴金属卸売業における

1 OKITACSystem9 モ48百 万 円30億 円 89名

デ・レ7の活鴨 例1
一

食料品卸売業における

2 OKTACSysteln9モ デ 20百 万円 33億 円 45名

ル7の 活用事例

食品原材料卸売業における

3NEACシ ステム100Fの 25百 万円30億 円 32名

活用事例
一
婦人 ・子供服卸売業におけ

4るNEACシ ステ ム100E36百 万 円 40億 円 80名

の活用事例

和装小物卸売業における

5バ ロースB80/44の 活用事

例

12百 万円 8億 円 44名

|

6 驚 警鷲 霊 ㌶1,。百万円
例1

45億 円 96名

7 蹴 欝 瓢 の1,。前門
活醐1

40億 円 70名

.

　

i土 砂販売業における

181・ シオΣ一86・・/1・の翻

11事 例

4億5116名百万円

千万円

1

皮革品卸売業におけるll

glglllX－ Σ－s600/10噸45百 万 円i13億円43名

1

1me人服(L判 二。ト)卸 売

11・i業 ・・おけるCAN・NAC1・ 百万円

1750/4の 活用事例

5億8

千万円
13名

－F

l
ご 売業におけ・} il

11

`一 一一
㌫NAC750/4の 活136「20億 円30名

12

一一一'一

1謄 ㌫伸 /・ ・名

」

醐 卸売業における1
13iTOSBACシ ステム15/3百 万 円10億 円

20の 活用事例

11名

`　
i

寝具 ・寝装品卸売業におけ1

14 るTOSBACシ ス テ ム'30百 万 円 15億 円 55名

15/30の 活用事例
一

化学工業薬品卸売業におけ

15るHITAC85の 活用事 10百万 円20億 円 34名

例

非鉄金属卸売業における

16 HITACL-320の 活用14百 万 円17億 円・22名

事例1{

化粧品卸売業におけるll

17USAC820Vの 活用事280百 万i25億円円 243名

1例

報告書 「情報化推進標準モデルシステム設計研究(中

小企業のコンピュータ有効利用実態事例集)」

中小企業向け

標準管理システムの開発

中小企業庁においては,中 小企業の情報処理の

促進,電 子計算機利用の円滑化に資するため,中

小企業経営における標準的な情報処理システムを

開発 し,各 部道府県の総合指導所,通 産局,あ る

いは計算センター等を通 じて広 くその普及を図っ

ている。当協会ではその施策に協力 し,昭 和45年



27

◆

以来,現 在までに表一1の ように 「販売管理シス

テム」において9種,「 生産管理システム」にお

いて8種 のシステムについて開発を進めてきた。

ここでは,昭 和53年 度に開発 した 「農業用機械販

売整備業向け標準販売管理システム」及び 「印刷

業向け標準生産管理システム」の概要について紹

介する。

1.農 業用機械販売業向け標準販売管理システム

目当システムは,農 業用機械販売整備業における

販売活動に伴 う事務処理 レベルを対象とし,受 注

・配送,売 掛金の請求,入 金,発 注 ・仕入,買 掛

金の支払い及び整備に伴 う事務処理を目的とし,

売上管理,発注 ・仕入管理,在 庫管理及び資金管理

の4つ をサブシステムとした構成とな っている。

2.印 刷業向け標準生産管理システム

当システムは,印 刷業における得意先からの受

表一1年 度別開発対象業種一覧表
LA-.一 一 －A.一.

開発⇒ 販売管理システ∴ 生産管理システ・
__1_T-一 一 ・ 一 一.._一 、

1

昭和45年 繊維 ・衣料品等卸売業:

・

.〃46年i塗料販売業1木 工㈱ 造業
i」.一・ －A－L-一 一 －A'A-「 「

〃47年1食料品卸売業
ト

機械染色業i－…

1"48年1機 械工具販売業

L_『1

紳士既製服製造業

〃49年{ボ・… 旛 ⊇ 木製獺 製造業

`一ー

i〃50年
1

鋤 斬 纏 備業1ね 。銀鱗
,1 一.一 －

i〃・峠 物蹴 艦 ト属プ・ス・・工業

i-'一 日 …]'}

i〃52年1・ ・レフ ・サ ー ビ・劇 プ ラ ス チ ・ク成 形 工 業

1
〃53年… 農業職 械販売整⇒ 印刷業
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商品登録票
得意先登録票
仕入先登録票
販売員登録票
売上実績登録票 売上伝票 発注伝票 出庫伝票

入金伝票

出金伝票
発注残登録票
仕入実績登録票
売掛登録票

整備料計算書
売上目標値表 仕入伝票 入庫伝票

受取手形伝票

支払手形伝票

分割払登録票
受取手形登録票
支払手形登録票

⊥こ 三⊥

運 用 システム
発注・仕入管理サブシステム 在庫管理 サブシステム

資金管理サブシステム
売 上管 理サブシステム

マス ター,フ

ァイルの登録,

変更,定 期 設

売上実績のは握
発 注・仕入作 業サポート

仕 入実績の は握
在庫のは握

売掛 金,買 掛金,

手形 のは握

定

ぷ 三⊥
商品マ スター リス ト

得意先マ スター リス ト

仕 入先マ スター リス ト

販売員 ファイル リス ト

売上 ファイル リス ト

発注 ファイル リス ト
仕 入 ファイル リス ト

商品別売上実績表

得意先別売上実績表
販売員別売上実績表

仕入予定表

仕入先別仕入実績表
在庫一覧表

、

買掛一覧表
請 求 書

売掛一覧表
受取手形一覧表

売掛 ファイル リス ト 支払手形一覧表
分割払 フ ァイル リス ト

受取手形 ファイルリスト

支払手形 ファイルリス ト

図一1標 準販売管理システムで扱う入出力帳票一覧
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注 か ら納品に係 る業務を対象 と し,受 注納品,生

産計画,実 績収集,外 注,在 庫,原 価計算 の処理

を 目的 とし,受 注管理,工 程管理,在 庫管理,及

び原価管理 の4を サブシステム とした構成 とな つ

てい る。

3,コ ンピ ュータ機器構成 につ いて

紹介 した2つ のシステムの コンピュ・・一・タ規模は

図一2標 準生産管理システムで扱う入出力帳St-一覧

(入

力
)

いずれ も,導 入条件,操 作 の容易性等を考慮 し,

一 般 にオ フィス ・コンピュータ と呼 ばれ る超小型

コンピュ一一タ とな っている。機器構成は 図一3の

とお りで ある。

報告書 「中小企業(農 業用機械販売整備業)向 け標

準販売管理システム解説書」

「中小企業(印 刷業)向 け標準生産管理シス

テム解説書」

得意先登録票
受注入力票
納品連絡票

標準工数登録票
作業指図入力票
作業日報
外注先登録票 一
外注依頼票
外注品納品書

購買先登録票
資材登録票
資材入庫票
主要材料出庫票
補助材料使用量票
版出庫票

標準原価登録票

入 力

(
サ
ブ
シ

ス
テ
ム
)

受 注 管 理

サ ブ システ ム

・受 注

・納 品

工 程 管 理

サ ブ システム

・生産計画

・実績収集

・外 注

在 庫 管 理

サ ブシステ ム

・在庫管理

原 価 管 理

サ ブ シス テム

・原価計算

(出

力
)

出 力

/

受注一覧表
(担当者別)
売上高一覧表
納品予定表
作業指図書
(得意先別)
納品実績表

作業予定表
生産計画表
進捗状況表
進捗状況一覧表
外注品納入予定表
外注品納入実績表

資材在庫一覧表

製品在庫一覧表

版在庫一覧表

実際 ・標準原価対比表

実際 ・見積原価対比表

見積 ・標準原価対比表

標準工数原価表

④
印字 装 置

①
CRT表 示装置

②
タイプライタ装置

③
中央処理装置

⑤

磁気ディ
スク装置

上 級 情 報 処 理 技

術 者 の 育 成 指 針

⑥ フ ロッピー ・

デ ィスク装 置

Q

1.改 訂のねらい

当協会では,昭 和43年 以来,6年 にわた り,情

報処理育成事業の一環 として,初 級,中 級,上 級

の 「情報処理技術者育成指針」を作成 してきた。

このうち,上 級情報処理技術者育成のための指針

については,情 報処理技術の著 しい進展により,
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全般的な見直 しが必要 となってきた。

このため「上級情報処理技術者育成指針委員会」

(委員長松田武彦 東京工業大学教授)を 設け昭

和51年 より3カ 年計画で,こ れまでに作成 した初

級中級,両 指針との関連を考慮 し,同時に,現在お

よび今後数年間に想定される環境にも調和できる

ようにとの考え方にもとついて 「上級情報処理技

術者育成指針」の改訂作業を進めてきたが,こ れ

が完成の運びとなった。

2.上 級育成指針の構成

上級指針は,次 の ような構成からなっている。

総 論 育成指針利用の手引

第1部 組織システムの分析

A1

A2

A3

A4

第2部

B1

B2

第3部

C1

C2

システム入門

企業の機能

作業情報システムと管理情報システ

ム

情報システムの社会的意義

システム開発運用の背景

モデル化 と分析

心理学 と行動科学

コンピュータおよび情報処理技術

情報構造

コンピュータ ・システム

C3フ ァ イ ル お よ び コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

C4

第4部

D1

D2

D3

D4

・シ ステム

ソフ トウエア設計

情報 システムの開発

情報分析

システ ム設計

開発 プロジェク ト

コンピュータ部門 の運営管理

3.上 級育成指針 の目標

この育成指針に示 され たカ リキ ュラ ム に よっ

て,教 育を受け ることが想定 され る者(イ ンプ ッ

ト)と その教育を受けた者(ア ウ トプッ ト)に つ

い ては,次 の よ うな水準を考えてい る。すなわち

イ ンプ ッ トでは情報処理技術者試験の 「特種」 ま

たは 「第1種 」合格者 と同程度 の知識 ・技術を備

え,相 当程 度の実務経験 を持 つ者 であ り,ア ウ ト

プ ットでは システ ム ・エ ンジニアや プログラマな

どのグル ープ リーダ として,あ るいは情報処理 部

門 の管理者 のアシスタン トとして,ま た管理者 と

して活躍で きる者で あ り,そ の ような人材を養成

す る ことを 目標 としている。

報告書 「上級情報処理技術者育成指針」(総 論)(53
-EOO3)

「上級情報処理技術者育成指針」(情 報シス

テムの開発)(53-EOO4)

● コー ヒー ブ レー ク マ ラソ ン ・長 内正治 ●

一年中で私が一番好きな季節は

春である。 日一 日と暖かくなるの

を肌に感じながら,オ ーバーから
コー ト,長 シャツから短かいシャ

ツへと着替えてい く。

なんといっても太陽の輝きが一

段と明るくなった感じ。ものみな,

陰か ら陽に変っていくさまを見る

ことができて,春 はすば らしい。

3月 になると,マ ラソンを始め

る。冬は交通事情を考えてマラソ

ンはしないことにしている。陽春

の候になると走 り出す。

まず年間目標を決める。今年は

113日 走 ることにきめた。この数

字は,1年 間のうち,土 曜日と日

曜日と祝 日の日の合計である。毎

年 この数値を目標 としている。走

り終えると,カ レンダーに○印を

つけて,一 日一 日とたし算をして

いく。一ヵ月平均にして9日 走る。

朝,5時 ち ょっとまわったとこ

ろ,起 きる。まだ眠いのだが,惰

眠をむさぼっては目標は達成でき

ない。人通 りの少ない道路をゆっ

くりと走るのだ。人気のないとこ

ろを走っていると,と ても気持が

よい。誰に気がねもせず,大 手を

ふって走れるか らだ。途中,広 瀬

川沿いの堤防を走る。 「青葉城恋

唄」が ヒットしてから,私 もつい

その気になって,い つもは山側の
コースを選んでいたのだが,広 瀬

川の遊歩道を走って,そ の雰囲気

を味わお うとしている。水量は少

ないが,さ らさらと川の水は流れ

ている。鳥の声も聞える。

太陽 と全 く相対する と き もあ

る。太陽が上ってい く姿を じっと

みつめなが ら走るのだ。閑静な住

宅街を走 りなが ら,太 陽の輝きを

みつめる一瞬,そ れは何 ともいえ

ないさわやかなよい気分になる。

自らが太陽の情熱と輝きを一身に

受けているような感 じが す るの

だ。

約30分 ぐらい走る。距離にした

ら5キPぐ らい。走 り終えたあど

は爽快さが体中をかけめぐる。走

った 日は,体 が しまり,軽 くなっ

たような気がする。 こうして,走

っているうちは健康でいられるの

だ。 こうして朝 と友達にな り,太

陽と友達でいるうちは,私 に健 康

が授か り,生 の充実をうけること

になろ う。 これか らも,一 日一日

を大切にして,カ レンダーに○を

つけ,113日 の 目標に向って進ん

でいきたいo

お さない まさはる

東北電力㈱情報システム室勤務
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1■新通信法案提出さる
F

l米 国下院瀧 小委員会の有力
1議員達による新通信法案がこの

3月,小 委に提出された。これ
ト

は同小委で討議 されて きた1978通 信

法案に比べ,規 制を さらに後退 させ

た もので,AT&T(AmericanTele・

phone&TelegraphCo.)のWestem

Electric保 有 を認め,56年 の 同意審決

膨タ㌔の籔⑫

項の廃棄も打出されている。これに先立ち上院

通信小委に提出された新通信法案は,下 院案 よ

りはやや規制が強められたものとなっている。

■論争続 く通信法改正法案

米国1934通 信法の改正法案は,上 院の通商 ・

科学 ・運輸委員会通信小委員会および下院の州

際 ・国際通商委員会通信小委員会でそれぞれ別

個の法案が討議されているが,規 制問題をめぐ

り関連機器業界団体やサービス業界団体そして

通信業者などがそれぞれの立場か ら聴聞に応 じ

ている。一方FCC(連 邦通信委員会)の リー

副委員長は,AFCEAの 会合で,現 法案は革

新的すぎるとの見解を示 した。

■FCC,AT&T規 制で一歩前進

FCC(連 邦通信委員会)は6月 初め,AT&T

(AmericanTelephone&TelegraphCo.)の

データ処理サービス事業への参入の認可へ向け

て大 きな動きをみせた。 これ はACS(Ad・

vancedCommunicationsService),デ ータ通

信ター ミナルおよび電子交換機などの 「拡張非

音声サービス」は分離 した子会社の設立により

認可されるとい うもの。 しか し 「分離」の程度

とい う問題がまだ残 されている。

■英米間商用パケッ ト交換サービスがスター ト

英郵電公社は3月 下旬,パ ケット交換による

商用大陸間データ ・サービスを世界で初めて正

式開始 した。これにより英国のユーザーは,米

国のコンピュータか ら情報を入手でき,ま た米

国のコンピュータ ・ファシリティを利用するこ

J
I

P
D
E
C

「海
外

イ

ン
デ

ッ
ク

ス
」
か
ら

「

とがで きる。 また,ま もな く米lI

国ユーザーからも同様に侯 国1

のデ ータバ ンクにア クセスで き

るよ うになる。

■Transpacが 本 格稼動

昨年末か ら試験運用 されていた仏の

パ ケ ッ ト交換サ ー ビスTranspacが こ

の4月 か ら本格運用を開始 した。現在

の 容 量 は1,500ユ ーーザ ー だ が,85年 ま で

には2万5,000ユ ー ザーを 目標 に している。開

発 に これ まで1億6,000万 フ ランが投入 された

が,完 成時 には総額10億 フラ ンに達す る見込み

で ある。現在の ユーザ ー数は,申 請中の ものを

含め430程 度 。

■発展著 しいオフ ィス ・オー トメーシ ョン市場

Frost&Sullivan社 が このほ どまとめた調査

レポー トに よれ ば,米 国の ワー ド・プ ロセシン

グ/オ フ ィス ・オー トメーシ ョン機器市場の87

年 までの累積市場規模は3,000億 ドルに達す る

だろ うとい う。この市場 におけ るIBMの 力(市

場 シェア)は,81年 ごろまでは低下 し続 けるが

その後は卓越 したサポー ト能力を背景 としてシ

ェアを伸ば し,87年 にet70%aを 占め るだ ろ うと

い う。

■フ ューチ ャー ・オフ ィスの先駆,イ ンテ リジ

ェン ト・コピー

StrategicBusinessServicesの レポー トは将

来 オフ ィスで最 も重要 な役割 りをは たす もの と

して,イ ンテ リジ ェン ト・コピーとイメージ ・

プ リンターをあげ てい る。両者を製品 と して持

たない企業は,マ ルテ ィ ・ファンクシ ョン ・ワ

ークステ ーシ ョンを中心 と した次代 の オ フ ィ

ス ・オー トメ ーシ ョン市場 で競争 してゆ くのは

か な り困難 だ と予想 している。

■ テ レビ会議 は実現性大

ビジネス界は,従 来の仕事のや り方を変 える

よ うな新 しい通信サ ー ビスを受け入れ る余地 を

持 っているの だ ろ うか。SatelliteBusiness
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Systems社 が 最近行 った調査に よれば,テ レビ会

議は時 と して通常の会議 よ りも好 ま しい もの と し

て受け入れ られ るとい う。 この システ ムの実現性

を高め るため去 る1月10日 に は国内通信衛星を使

っての大規模な実験 が行われ た。

■第2回 サー ビス業世界会議開催は来年6月

78年6月 の第1回 会議に引続 く第2回 コンピュ

ータ ・サ ービス業世界会議は,来 年6月23～25日

に サ ンフランシス コで開かれ ることにな った。 こ

の会議は,ADAPSO(米),CADAPSO(加),

SIA(日),そ してECSA(欧 州)の 各業界団体

の共催で行われる もので,国 際 間データ ・フ ロー,

プ ライバ シー とセキ ュ リテ ィ,政 府施策等幅広い

問題が討議 され る。

■ 企業の吸 収合併は今後急速に進む

INPUT社 が このほ どまとめた調査 レポP・ トに

よれば,今 後5年 間にわ た り米 国の コンビ=一 タ ・

サー ビス産 業における企 業買収/吸 収 は急速に増

えるであろ うとい う。そ して83年 に4億 ドル以上

を売上 げる大企 業が数社生れ る ことになろ う。 し

か しなが ら,情 報処理 サー ビスお よび ソフ トウエ

ア業 の企業総数 そのものは79年 より83年 の方 が多

くなるだろ うとい う。

→EDPWeekly79-3--26P.10

■ 今 後10年 間 の欧州ソフ トウエア/サ ー ビス市 場

Frost&Sullivan社 の 調査 レポー トに よる と,

1977年 現 在 で28億 ドルの規模 を もつ欧 州の コンピ

ュータ ・サ ー ビス/ソ フ トウエア市場 は,82年 に

は87億 ドル,86年 には160億 ドル に達 し,こ の間

10年 間 の累積市場規模は850億 ドル になる。パ ッ

ケ■・一ジだけ では累積 で47億 ドル。 国別市場 は西独

が最大 で,次 いで仏 にな る。最 も急成長す るのは

イタ リー市場。

■ カーター大統領,新 プライバ シー法 案提 出

4月 に新 たに議会 に提 出された プライバ シー保

護法案は,警 察に よる報道機関の捜 索や取材 メモ,

写 真等 の押収を制限 し,ま た個人 の診療デ ータの

開示 も厳 しく制限す るとい うもので,従 来の保護

13

法を大きく進めたものである。同大統 領 に よれ

ば,銀 行や保険会社そして各種 クレジット会社の

活動を対象としたプライバシー保護法案も間もな

く提出する予定だという。

■hestel,公 衆サービスを開始

英国郵電公社は3月 末,世 界に先がけて電話回

線を利用 した家庭用 データバンク ・シス テ ム,

Preste1の サービスを開始 した。 しか し郵電公社

がこのサービスの将来性を楽観視しているのに対

し,テ レビ ・メーカーはきわめて慎 重 で あ る。

Prestel受 信回路を内蔵 したテレビの需要はわ ず

かであり,しかも供給体制が整っていないとい う。

これまでにテ レビの申込みは200件 に過ぎない。

■半導体分野強化の期待を荷うInmos

企業庁(NEB)出 資で設立された半導体企業

Inmosは,国 内で一部不満があるものの着々と本

部操業の準備を進めている。ペ トリッツ社長によ

れば,プ ロトタイプ生産装置は今年第4・ 四半期

にも導入され,顧 客へのサンプル出荷 も80年第1・

四半期には開始される見込み。同社長は,84年 ま

でに総売上高1億 ドル,こ のうち3分 の1を64K

RAMで 達成する目標を立てている。

■保守党の政権奪取で注目されるNEBの 行方

サ ッチ ャー政権の誕生によって,コ ンピュータ

関連政策にどんな変化が出るか関心を 呼 ん で い

る。とい うのも,総 選挙の最中,サ ッチャー女史

は 「企業庁(NEB)の や り方は民間企業圧迫」と

の声明を出していたからだ。また,保 守党は情報

大臣を新たに置 くことも検討 していたとも伝えら

れる。さらに,BPO独 占にも保守党は反対 して 、

お り,新 政策が注目される。

■依然続くNEBを めぐる論争

保守党政権によるコンピュータ産業施策見直し

の中で,企 業庁(NEB)の 活動制限をめぐる論

争が白熱している。新政権は,労 働党政権がNE

B設 立のため制定 した 「75年産業法」の修正を検

討 しているとも伝えられる。NEB傘 下のInsac,

Inmos,Nexosの 関係者は,各 々の活動が ようや
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く軌道に乗 りつつある時期だけ

に,資 金源など将来に不安を持

ち始めている。

■フランスのコンピュータ技術

導入で合意

昨年の仏大統領訪 ソに伴 う科学技

術協力を受けて,両 国は85年 以降10年

間をね らった コンピュータの共同開発

塵外の壼寳

を進 めるこ とに なった。実際には,CII－

HBに よるノ ウハ ウ提供や技術指導 とい う形 に

な るが,細 部は今年9月 の ソ連代表者の訪仏の

際決定 され る見込み。今回の協力には,CPU

だ け でな く,MTな どの周辺装置の他ICも 含

まれている もよ う。

■西側 とソ連の半導体技術の差は2,3年

米 国CDCが ソ連か ら品質調査用 として7種

類の半導体を入手 して調べた ところ,ソ 連 の技

術は一 般に西側で信 じられ ている より進 んでお

り,現 在 米国で使われ ている製 品にそれ ほ ど劣

らぬ ことが明らか になった。入手 した のは4ピ

ッ ト・マイクmプ ロセ ッサ と4K,16KのRA

Mな ど。4K・RAMはInte12107Bの,16K・R

AMはMostek4116Eの コ ピーだ と考 え られ る。

■ 中国 のコンピ ュータ事情

中国の コンピューテ ィングは 西側先進諸国に

比べ て優 に10年 の遅れ がある。現在 の設置台数

は約1,000台 に 過 ぎず,し か もそ の機能は周辺機

器 と通信機能 の制約 のため低い ものに留 まって

いる。 しか し,今 世紀末には西側に追いつ くこ

とを 目標に,急 ピッチで さまざまな対策を講 じ

つつあ る。現在使用中の最 も強力なマシ ンは2

MOPSの48bitマ シ ン,モ デル013で あ る。

■ 東欧統合シ リーズの最大型機が公 開

3月 に開かれ た ライ プチ ヒ ・フェア(東 独)

の 今年 の 目玉 は,RYADシ リーズの現行最大

機種ES-1055だ った。ES-1055は 最 大記憶

2MBと,IBM370/148と ほぼ 同等 の性能を

もち,東 独Robotron社 が 開発 した もの。
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1979年 全 米 コ ン ピ ェ ー タ 会 議

NCC(NationalComputer

Conference)は,ニ ニL－ ヨ ー ク

州 マ ンハ ッ タ ン の セ ン トラ ル 公

園 の 近 く,ニ ュ ー ヨ ー ク ・ コ ロ シ ア

ム,ヒ ル ト ン ・ホ テ ル,シ ェ ラ トン ・

セ ン タ ー,シ ェ ラ トン ・ホ テ ル の4カ

所 で,6月4日(月)か ら7日(木)ま で

4日 間 にわた って開催 され た。

1951年 に,わ ずか900人 に 満たない参加老 と

20の セ ッシ ョンで始 まった この コンピェ一夕会

議は,昨 年の1978年 に は5万 人の参加者 と150

の セ ッシ ョンに達 し,今 年 はそれ をさ らに上 回

り,6万 人の参加 者 と160の セ ッシ ョンの一大

コンピュータ ・イベ ン トとなった。

一方 セ ッシ ョンと並行 して行われた展示会 の

出展企業 は昨年 より50社 も多 く約400社 とな っ

た。展示会では と くに 目新 しい製品は見 られな

か ったが,IBMEシ リーズ対 抗機 種 と称 され

る,ユ ニパ ック1100/60,デ ィスケ ッ ト,ミ ニ

ウィンチ ェス ターと称 され るオ フ ィス ・マ シン

な どに興味が集ま っていた 。

■

初 日6月4日 はIBMの オ ペル社長 の基調演

説か ら始 まった。 ヒル トン ・ホテル のボール ・

ル ームに約3,000人 の聴衆 を集 めた 同氏の講演

では,80年 代 の?ン ピュータにつ いて,ロ ジ ッ

ク,メ モ リーは現在の100倍 に 達 し,コ ス トは

20分 の1に なるだ ろ うとい うが予測が確信を持

って述べ られた。 同氏は さらに,各 国 ともデ ー

タ ・ベ ースに対す るナ シ ョナル ・セキ ュ リテ ィ

が重要な ことは認め るが,コ ンピュータ分野 に

おいて健 全な競合が行われ るためには,各 国は

もっとオ ープンになるべ きだ と述べ た。

コンピュー タ ・セキ ュリテ ィ,プ ライバ シー,

システ ム監査,コ ンピュータ犯罪 な どは 同氏が

指摘 した よ うに,最 近 の重要課題で あるが,今

回のNCCで も大 きな話題 とな った。
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最近 アメ リカで行われた調査に よれ ば,ア メ リ

カ市民の54%が コ ンピュータの利用に よって個人

の プライバ シーが侵害 され ると してお り,こ の数

字 は1976年 か ら17%も 増 加 してい る。

プライバ シーの濫用がス リー ・マイル ・アイ ラ

ン ド事件に よって,原 子力の分野で国の信用を失

墜 した よ うに,コ ンピュータ分野で も市民の信頼

を失 う危険性を秘めてい ることがパネル セ ッシ ョ

ンで論 議 され た。

ジ ョージ ・ワシン トン大学 の ランス ・J・ ホ フ

マ ン助 教授 は,今 後5年 の うちに,大 規模デ ータ

ベースの濫 用に よって ,コ ンピュータ ・システ ム

その ものの,も ろい体 質が さらけだ され,市 民の

信頼 を失 うことになるだろ う。 したが って,80年

代 には,コ ン ピュータ分野 の人達は,ス リー ・マイ

ル ・アイラ ン ドの原子 力関係 のエ ンジ ニア と同 じ

立場 に立た され る ことになるだろ うと指摘 した 。

パ ネ リス トの一人,ワ シ ン トンD .C.の 国会研

究サ ー ビスにおけ る情報政策 と技術 の専門 官 ロバ

ー ト・L・カe-・一トラン ド氏は 「確か に
,ス リー ・マ

イル ・アイラン ドの事件 と今 日の コン ピュータ危

機には似た ような要素は あるが,コ ン ピュータ分

野においてすでに確立 されいて る技術を効果的に

利用すれば こ うい った事件を回避す ることがで き

るだろ う。 これ らは,シ ス テム ・デザ インの試行

や,エ ラーの積み重ねに よって完成 され て きた も

のであ る。われ われは この よ うな事実を思い起 す

ことも大 事であ る」 と述べた。

■

論 文に よるセ ッシ ョンとパネル ・セ ッシ ョンの

合 い間に6月5日 か ら3日 間全 員参加 の プ レナ リ

ー ・セ ッシ ョンが行 われ た。 このセ ッシ ョンは ,

毎 日午 後1時15分 か ら行われ たもので,最 近 の ト

ピ ックス,将 来 の情報処理 の動向な ど論文 セ ッシ

ョンほ ど技術指 向ではな く,む しろ包括的 な問題

提 起を行 うものであ った。6月5日 のセ ッシ ョン

では,AdvancedComputerTechiquesの 社 長チ

ャール ズ ・フ ィリップス ・レク ト氏が,「 コンビ
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ユーテ ィングの将来方向」 と題 して講演 を行 い満

員のボ ール ・ル ームの聴衆を魅 了 した。 同氏は,

「最近の コンピュータに関する新機種 の発表は ま

るでくく大吹雪(ブ リザ ー ド)"み たいな ものであ り,

ユ ーザーが これ らにふ りまわ され る ことは極 めて

危険 であ って,今 日では,コ ンピュータの買取は

大 きな誤 りである。 」 と指摘 した。

1960年 代 の コンビ・・一.タ産業 は,大 規模 な中央

コンピュータ と,こ れ にぶ ら下 る単機 能のター ミ

ナル群 に よる集中型 システムをベース とした もの

であ った。 これが,1970年 代 には,コ ミュニケー

シ ョン関連 を含 めた コス トお よび システム ・オ ー

バ ーヘ ッ ドを低減化す るた め,小 型でイ ンテ リジ

ェンスの高 いター ミナル とか ミニ コンピュータを

用 いた分散処理を指 向す るもの とな った。今後10

年 の コン ピュータは どうな るだ ろ うか とい う点に

つい て同氏は,過 去20年 と異な った コン ピュータ

がベ ールを脱 ぐことになろ うと語 った。未来の コ

ンピュータは数多 くの特別な機 能を持つ ノー ドと

ター ミナルか ら成 るユ ーテ ィリテ ィをベ ース とし

て展開 してい くだろ う。低 廉な コ ミュニケー ショ

ン ・コス トと標 準化 され た プロ トコルは,極 めて

大規模 な リソース ・シ ェア リングの扉を 叩 くばか

りでな く,コ ンピュータの経験 のない人達に対 し

て容 易にシステ ムにア プローチす ることを可能に

す るだろ う。 また,1985年 か ら1990年 頃 に,ユ ー

ザ ーは,

①AT&Tお よびSBSと い った公共 ユーテ ィ

リテ ィ,

② パ ケ ッ ト・スイ ッチ ングとかデ ータ ・ホテル'

とい った付加価値サ ー ビスに よって提供 され

'る民間ユ ーテ ィリテ ィ
,

③ ユ ーザ ー自身の コンピュータ,

④ 大規模な保険会社,銀 行 といった企業が 自社

以外の企業に提供す るハー ドお よび ソフ トを

含めたサー ビス,

の4つ の ソースか らデータ処理のパ ワーを受 け

る よ うになるだ ろ うと語 った。
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国際公衆データ伝

送網をめ ぐる動 き

国際電信電話株式会社

デ ー タ通 信部次長

景 山 正

昭和46年 の法改正により,新 た

な公衆電気通信役務として,所 謂

データ通信が法定化されたが,K

DDで も,こ れに先立つ昭和45年

7月 にデータ通信開発室が設置 さ

れ,小 規模ながらもこの新 しい分

野に取組む体制がつくられた。今

日,国 内外のこの分野に関する専

門誌を見る限 りは,デ ータ通信は

今や花盛 りとの感があるが,そ の

ような状況にもかかわらず,そ の

データ通信のためのデータの伝送

を担 う通信手段は,こ れまでのと

ころ,国内的にも国際的にも,その

ほとんどが専用回線主体でまかな

われてきてお り,デ ータ伝送専用

の公衆網 としては,僅 かに北米 と

欧州の一部で実現をみているにす

ぎず,他 は一斉に準備中とい う状

況である。

KDDで も,こ のように多 くの

国々で公衆データ網が計画され,

国際的に用いられる技術条件の標

準化が漸く進んできた動 ぎ の 中

で,昭 和51年7月 データ通信部を

発足させ,陣 容を整えるとともに,

VENUS(ValuableandEfficient

NetworkUtilityService)計 画を

策定 し,世 界的動向であるパケ ヅ

ト交換方式による国際公衆データ

網の建設と,こ の網に よる新 しい

データ伝送サービスの提供のため

の諸準備に鋭意取組んできたとこ

ろである。目下は,VENUS計

画に よる基本的設備が ほ ぼ 完 成

し,最 初の対地であ る米国の国際

記録通信事業者(IRC's)3社

を相手 に順次対 向試験 を行 ってい

る最中であるが,そ の経過 は順調

であ り,こ れに よる国際加入デ ー

タサ ー ビスの うち,基 本的なサ ー

ビスで あるRク ラス(Realtime,

仮 称)は,こ の数 ヵ月で一連 の試

験 を終 え,あ とは料 金 ・制度面で

両国間での話合いが まとま り,所

要 の認可が得 られればサ ー ビス開

始 がで きる体制 に あ る。計 画 で

は,引 続いてM(MessageSwit-

ching),T(Tss),F(Facsmile),

D(Dedicated)の 各 クラス(い ず

れ も仮称)の サ ■ ビスを1順次準備

してい くこととな っている。

★

ところで,こ の ような国際標準

方式 に よる本格的 な国際公衆デ ー

タ網建設 の動 きとは別 に,米 国を

中心に急速に発達 した商用 データ

ベ ースへの アクセスの ニーズが高

ま り,KDDで も,こ の種の需 要

に早 急に応ず べ く,既 に世界の20

ヵ国以上 の国 々が実施 してい る よ

うに,現 在,そ れ らの諸国 の間で

暫定的に採用 されてい るの と同様

の非標準方式に よ り,わ が国か ら

外国にある情報検索等のサ ー ビス

を利用可能 とするICASサ ー ビ

ス(lnternationalComputerAc・

cessService二 仮 称)を 導 入する

ことを計画 し,こ のための諸準備

◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎

(
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を完了,最 初の対地 としての日・

米間については両国で所要の認可

さえ得 られればサービス開始がで

きるとい う段階に至 って,4月 初

め米国側でこれに対するPetition

(否認請願)問 題が持ち上 った。

このPetitionの 提出者の一つで

あるADAPSO(米 国情報処理業

者協会)と いえば,コ ンピュータ

に よるデータ処理や情報検索のサ

ービスを売 りものとする業者の団

体であり,そ のような団体が本サ

ービスの導入に反対を唱えること

は,一 見まことに不思議に思われ

る。 しか しながら,そ の主張する

ところは 『KDDの 課 している,

専用回線利用上の,CCITT勧 告

に違反する不当な制限を撤廃させ

ることな しにVENUS計 画によ

る業務(ICA'Sサ ・-tfスも含めて

このように称するとの脚注あ り。)

の導入を認めることは,現 行の制

限を正当化 し,ひ いては制限の強

化,さ らには専用回線サービス自

体の廃止へとつなが りかねない。』

という趣旨のものであり,現 に専

用回線を利用 して情報処理業務を

販売 しているような一部の業者の

みの主張 とみれば,そ の意味する

ところは,そ れな りに理解のでき

るものである。

米国IRC'sに よれば,同 様の否

認請願提出は,米 国と他の諸国と

の間にICA's同 様のサービスを開

始するに際し,既 に4度 にも及ん

でいるとのことである。問題とさ

れているKDDの 特定通信回線に

係る他人使用の 条件は,CCITT

勧告案の検討経緯をふまえて制定

されたもので,決 してそれに違反

するものではなく,ま た,国 際電

気通信条約上も,こ のような電気

通信上の規律は各国の主権に基づ

きなさるべきものである旨が明記

されている。これの点については,

米国IRC'sの 反論でも,各 社一様

に述べているところである。

★

キャリアー間でパケット方式の

公衆データ伝送サービスが導入さ

れる際に繰返 し執 られる,こ のよ

うなADAPSO等 の行動の背景に

は,単 に,専 用回線をより便利に

利用できるようにその制度の緩和

を求めるとい う,相 手国の一般利

用者からも共感を呼びそ うな表面

上の経済的な側面の他に,デ ータ

処理のための専用回線の他人使用

とい う,こ れまで国際的にも認め

られている形態を足場にして,更

にその中で行ない得る業務分野の

拡大を計るとの,通 信権能を巡る

戦略意図が秘められているように

思われてならない。既に処理の目

的の為に,キ ャリアーか ら賃借 し

た音声級専用回線を自らパケット

化 して世界的に張 り巡らせている

データ網を自由に使用できるよう

にすることは,結 果として,米 国

型の,あ らゆる分野に新規参入を

認めるとい う自由競争の原理を,

他国の公衆電気通信事業の分野に

まで推 し拡げることに通じる。公

衆電気通信事業は,そ の重要性の

故に,殆 んどの国に於て外国性排

除の領域とされてお り,わ が国に

於ても例外ではない。フランスで,

大統領の諮問に基づき,財 務総監

シモン ・ノラ他により,情 報化推

進の方法につき検討 した結果を取

まとめ,昨年提出された『社会の情

報化』と題する有名な報告書にお

いても,上 述の通信ネットワーク

の支配とい う問題が,国 家主権と

の関連で論ぜ られ,こ の分野での

自由競争原理の導入傾向に対 し強

い危機感が表明されている。この

ように,開 花期を迎えたデータ通

信は,そ の可能性の大いさの故に,

高度に政策的な側面を 有 して お

り,そ の制度の制定の面において

も多くの問題を解決して行かねば

ならない。

◇投稿歓迎◇

「会員 サ ロン」,「 コー ヒーブ レ

ー ク」への寄稿
,投 稿を歓迎 しま

す。 テーマは ご自 由 で す。原 稿

は,400字 詰 用紙で,そ れ ぞれ6

枚(会 員サ ロン)と2枚(コ ー ヒ

ーブ レーク)で す。掲載 の分には

お礼を差上げ ます。

宛先は本誌 編集部です。

◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎ 鎮サロン
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llTの 窓

上級技術者の養成

技法調査等を実施

圏

情報処理研修センター

53年 度事業の概要

1.上 級情報処理技術者等の養成

事業

企業,官 庁,学 校等より派遣さ

れた研修生総数約2,000名 に対 し

て,産 学両界におけ る情報処理分

野の専門家を講師に迎え,情 報処

理に関連する各種技法の教育等,

次の事業を実施 した。

ω研修の実施

①上級情報処理技術者の研修

「システム ・エンジニア ・コー

ス」,「シニアSE・ コース」各1

クラスおよび 「SE養 成短期コー

ス」2ク ラスを設け,シ ステム分析

・システム設計に関する理論,各

種技法ならびに関連する知識,適

用事例等につき研修を行った。

②情報処理部門の管理者の研修

「管理者 コース」3ク ラスを設

け,シ ステム設計 ・プログラム管

理,シ ステム ・エ ンジニア,プ ロ

グラマ等情報処理要員の管理お よ

び各部門の運用上の問題点などに

ついて,そ の解決の方策等に関す

る研修を行った。

⑧情報処理技術に関連する教育者

の研修

商業高校,.工 業高校,高 等専門

学校等の教員を対象とする 「イン

ストラクタ ・コース」4ク ラスを

設け,コ ンピュータとその高度利

用に関する知識および情報処理教

育に関する指導方法等の研修を実

施 した。

④情報処理に関する各種技法等の

研修

情報処理に関する各種技法の研

修のためマネジメント・リサーチ,

数値解析,誤 差解析,オ ンライン

・システム設計,ソ フ トウエア開

発技法,シ ステム監査,中 ・長期

経営計画モデル等の研修 コース25

クラスを設け,そ れぞれの分野に

おける理論,そ の応用方法等につ

いて研修を行 った。

⑤情報処理技法 の基礎研修

情報処理業務に携わ る初心者を

対 象に 「システム ・エ ンジニア基

礎 コース」,「事務管理基礎 コース」

を各1ク ラス設 け,シ ステム設計,

オ ペ レーテ ィング ・シス テム,プ

ログラ ミング等について研修 を行

うとともに,「 情報処理技術者 コ

ース」3ク ラス,「 経営数学 コー

ス」2ク ラスを設け,ハ ー ドウエ

ア,ソ フ トウエア,プ ログラム設

計,オ ンライ ン ・システム等 の諸

テーマお よび電 算機利用 のた めの

数学等について研修 を実施 した。

⑥国算電算機メーカー等の協力に

よる研修

国産電算機メーカー6社(沖 電

気,三 菱電機,日 立製作所,富 士

通,東 京芝浦電気,日 本電気)お

よび㊥関西情報センターの協力を

えて特別コースを設け,下 記のテ

ーマについて研修を実施した。な

お,国 産電算機メーカー6社 にょ

4

d
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る協 力 コースは 本財団教室で,ま

た勧 関西情 報セ ンターの協 力 コー

スは大阪市 の同財団会場 において

実施 した。

NC工 作機械 の自動 プ ログラ ミ

ング,マ ネ ジメン ト・サイエ ンス,

シ ステ ム分析 ・設計,PL/1プ

ロ グラ ミング,オ ンライ ン ・シス

テ ム設計,コ ンピュータ ・セキ ュ

リテ ィ,シ ニア ・プ ログラマの養

成 コース等。

②特別講義 の開催

学界,産 業界におけ る情報処理

分 野の専門家を対象に海外か ら著

名な専門家を招聰 し,特 別講義を

実施 した。

講 師DonaldW.Davies博 士

(英国NationalPhysical

Laboratory技 術 局長)

演 題 ネ ッ トワー ク ・アーキテ

クチ ュア と国際標準お よ

び分散型情報処理 シス テ

ムにおけ るセキ ュ リテ ィ

圏

2.海 外 における情報処理要員 の

教育等実態調査

ω欧州地域

欧 州の コンビ=L-一夕教育,CA

I(ComputerAssistedInstru-

ction)の 実情 の調査す るた めに調

査団(団 長慶応義塾大学助教授 ・

土 居範久氏)を 派遣 した。訪問先

はフランス ・IRIA研 究所,英

国 ・国立放送大学,西 独 ・ルフ ト

ハンザ航空,オ ランダ ・アイント

フォーフェン工科大学等であ り,

これ らの機関のコンピュータの利

用状況,教 育 ・教材,CAIの 状

況等について調査を行い,そ の結

果を 「欧州における情報処理教育

等の実態調査報告書」(本 誌24P

参照)に とりまとめた。

②東南アジア地域

東南アジア諸国におけるコンピ

ュータ利用および教育の現状と将

来の動向を探 り,特 にそれ ら諸国

におけるコンピェ一夕要員の育成

・教育に対 して,わ が国が貢献で

きる可能性があるか どうかを調査

するために宮川公男一橋大学教授

他1名 の調査員を派遣 した。調査

対象はシンガポール,香 港,タ イ,

フィリピンの4カ 国で,そ の結果

を 「東南アジア諸国における情報

処理教育等の実態調査報告書」(本

誌25P参 照)に とりまとめた。

圏

3.情 報処理技法の調査研究

ロ)ソフ トウエアの生産性技法調

査

「ソフ トウ エアの生産性技法調

査委員会(委 員長早稲田大学教授

・広瀬健民)」を設け,基 礎的な調

査を実施した。

②データベース設計の研究

企業等において開発されている

ベータベースを調査するため 「デ

ータベース設計研究委員会(委 員

長西武情報センター ・岩 城 三 郎

氏)」を設け,デ ータベースの導入

にともな う経費と効果,ソ フトウ

エアの選択の問題,デ ータベース

の管理 ・運営等の諸問題について

調査を行った。

圏

4.コ ンピュータ啓蒙講座の開催

情報処理についての理解と関心

を深めるために,東 京都近郊およ

び地方の中学生を対象とする 「コ

ンピュータ教室」を6回,地 方の

高校生を対象とする 「コンピュー

タ ・セ ミナー」を6ヵ 所で,社 会

人を対象とする 「移動教室」を1

ヵ所でそれぞれ実施 した。

圏

5.上 級情報処理技術者育成指針

の作成

当年度は指針作成の最終年度に

あた り,昭 和52年 度に 作成 した

「組織システムの分析」,「システ

ム開発の背景」,「コンピュ{タ お

よび情報処理技術」の指針3分 冊

および当年度作成の 「情報システ

ムの開発」ならびに前記各論に対

するガイ ドとして 「総論」を作成

し,こ れにより 「上級情報処理技

術者育成指針」の作成作業を完了

した。

1醐e㎡h句rma60nTechn・logy
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鍔 発ラ饗扉 圏醒騒騒羅鵬翼騒騒 圏
}本 年麟 、回 「マイ・…i
l;

1ン ピ ュータ利用研究会「(6月221

i惣;㌻ 襟}
く ノ

iの解説および54年度プロジェクi

lト 噛 する公募についての獺i
!l
lを 行った。ll、

1.シ ステ ム ・アナ ライザ ーの

解説

本機器の開発にあたった㈱ ソフ

ィア ・システムズより取扱い書を

基に説明がなされた。なお本機器

は有料で貸出しを行 うことになっ

ている。

2.54年 度 プ ロジ ェク トに関す

る公募

マイ クロ コン ピュータの プ ロジ

ェク トで,以 下 の要領に て委託開

発 を行 うことにな り次の要領で公

募を行 った。

ロ)公 募要 領

①研究対 象:

㈲ 高速演算モジ ュール

㈲媒体変換 シス テム

⑥汎用 マイク ロコンピュータ

コンソールパ ネル の開発

②応募資格:当 協会 マイク ロコ

ンピュー タ振興セ ンターの会

員企業。(主 としてシステ ム

ハ ウス)

③ 開発委託金額:金3,500万 円

ω高速演算モジ ュールの開発

1,000万 円

⑧媒体変換 システムの開発

1,700万 円

◎汎用マイ クロコンピュータ

コン ソールパネルの開発

800万 円

{2提 案条 件

㈲高速変換モ ジュールの開発

①開発 目的

高速演算処理 を必要 とす る分野

にまでマイ クロコンピュータ応用

を拡大す るための部品 としての高

速演算ハ ー ドウェアモ ジュールの

開発。

②開発条件

開発す る高 速演算モ ジ ュ ー ル

は,そ れを利用す るマイ ク ロプ ロ

セ ッサ側か ら,必 要最小限 のコマ

ン ドとデータを受け取 り,結 果 の

デー タを返す下記 の機 能を有す る

こと。

① インタフ ェースの若干の取替え

等に よって,各 種 のマイク ロプ

ロセ ヅサ(8085,6800,Z80(8

ビ ッ トマイ クロプロセ ッサを中

心 とす るが,16ピ ッ トマイ クロ

プ ロセ ッサに も対応で きるこ と

が望 ま しい。)を 組み込 んだ シ

ステ ムと結合 で きる こと。

②モジ ュールを利用す るマイ クロ

プロセ ヅサ側の負担は,で きる

だけ小 さい こ と。

③少 な くとも初 等関数計 算機能 を

有すること。さらに演算機能の

拡張性をもつことが望ましい。

④モジュールを使用するマイクロ

プロセッサのソフ トウェアのみ

で計算するよりは,十 分高速で

あること。

⑤有効桁数の指定ができること。

整数型,実 数型およびこれらの

数種のフォーマットに対応でぎ

ることが望ま しい。

⑥モジュールは,シ ステムに組み

込める程度に小形であること。

⑧媒体変換システムの開発

①開発 目的

周辺端末機器の多様化に伴い情

報媒体も多様になっている。これ

らを考えマイクロコンピュータシ

ステムの運用 ・開発上に最適な媒

体変換機能を備え,融 通性 ・操作

性 ・経済性に優れたシステムの開

発。

②開発条件

提案システムに対して基本的に

期待される条件は,次 のとおりで

ある。

①相互に変換可能な媒 体 の 種類

は,可 能な限 り下記の全部を含

むこと。

(a)PROM

(b)磁気テープ

(c)磁気カセットテープ

④紙テープ

(e)紙カード

(f)フレキシブルデ ィスク(ス タ

ンダー ドおよび ミニサイズ)

圏 圏 灘1糊 …1麟麟 灘1鷲騒 騒 圏盤圏騒 騒
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②媒体変換に必要なコー ド変換機

能,フ ォーマ ット変換機能,誤

り検出機能,デ ータバッファ機

能,入 力媒体読取機能,出 力媒

体記録機能などの他,出 力を確

認するための表示お よび記録機

能を有すること。

③操作が簡単で保守が 容 易 な こ

と。

◎汎用マイ クロコンピュータコ

ンソールパネルの開発

①開発 目的

マイクロプロセッサ応用製品の

開発デバ ッグに際 して,各 種のマ

イクロプロセッサに適用可能な汎

用 コンソールパネルの開発。

②開発条件

提案システムの必要条件は,次

の とお りとする。

①各種のマイクロプロセッサの制

御,状 態の読み取 り,デ ータの

設定お よび読み出し等が可能な

こと。

②出来るだけ多機種のマイクロプ

ロセッサに適用可能なこと。

③既存の機器に対 して新規性をも

つこと。

④可搬性を有すること。

⑤製品とした場合の価格が出来る

だけ安価になること。

(注)詳 細については,当 協会 マ

イ コン振興 センタープ ロジェク

ト係まで,お 問合せいただ きた

いo

MCC/マ イクロコンピュータ振興センター

マイコンセンターの窓

ジプデックだより

◇第1回 理事 会開催

さる,5月25日 に開催された昭

和54年 度第1回 理事会において,

昭和53年度の事業報告及び収支決

算が承認きれた。 このほか,斎 藤

有氏の副会長辞任申し出が受理 さ

れ,同 日付をもって顧問に就任 し

た。

◇ 第1回 シ ンポ ジウム 開催

本年度第1回 シンポジウムを次

のよ うに開催 した。

日時5月21日(月)～22日(火)

会場 機械振興会館 研修1号 室

テーマ システム監査体制確立の

ために

参加者72名

◇ 国 際デ ィレク ター会 議へ

専務 ら出席

各国の情報処理代表機関の最近

の活動状況,各 国の抱える課題,

最近の トピックス等について意見

交換及び討議を行 う第8回 国際デ

ィレクター一会議は5月28,29日 の

2日 にわた り,ノ ルウェーのオス

ロで開催 されたが,日 本から当協

会専務理事手島篤二,調 査課長山

島雄嗣の2名 が出席 した。

なお,同 会議への参加は12カ 国

12機関であった。

◇NCC'79参 加 と米国 情報

産 業視 察 団派遣

アメリカ大使館の後援及び米国

情報処理学会の協力を得て,「N

CC'79参 加 と米国情報処理産業

視察団」を米国に派遣 し(6月2

日～6月18日,団 員17名),6月

4日 から7日 までニューヨークで

開催されたNCC'79(National

ComputerConference)ぐ ご参加し

たほか,ニ ューヨーク,ハ ートフ

ォー ド,ワ シン トン等各地の米国

情報処理企業の視察を行った。

◇ 第8回 情報 処 理に 関す る

研究 会 開催

これまで,情 報処理に関連した

テーマの中から,時 宜に適 したも

のを取上げて実施 していた賛助会

員例会を今回より,「 情報処理に

関する研究会」に改め,次 のよう

に開催 した。

日 時7月13日(金)

会 場 機械振興会館 研修1号

室

テーマOオ ンライン ・システム

をめぐる諸情勢

○わが国情報処理サービ

ス業の進むべき方向

参加数120名

◇'79生 活 と情報 化展 など

21行 事を 開催

一54年 度情報化週間一

情報化週間は毎年10月1日 ～7

日に行われているが今年 もこの期

間を中心に全国各地で多彩な行事
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ジプデックだより

や催物が予定 されてい る。

この うち当協会の主催 または共

催で行われ る行事 ・催物は'79生

活 と情報化展(9月27日 ～10月2

日池袋東武 デパ ー ト)を は じめ,

シ ンポジウム(10月4日 ・5日 経

団連会館ホ ール),講 演 と映画の

会(札 幌,仙 台,富 山,岡 山,高

知,北 九 州),中 学 生 コ ンピュー

タ教室(東 京,仙 台,北 九州),高

校 生 コンピュータ ・セ ミナー(帯

広,宇 都宮,福 井,豊 岡,広 島,

宮 崎)な ど21行 事 の開催 を予定 し

ている。

◇情報化週間懸賞作文 ・論

文募集締切り迫る

情報化週間推進会議では 「生活

と情報化」にちなんだ懸賞募集を

行 っている。

この うち第1部 標語は6月30目

に締切 られたが,第2部 作文,第

3部 論文は8月10目(金)ま で募

集を行 っている。募集要領等の資

料は当協会でも配布 している。ご

希望の方は50円切手同封の うえ情

報化週間懸賞募集係へ。

編集後記

◆

FS－ フューチ ャー ・システ

ム とい うのは コンピュータの分野

ではIBMの 次 世代機 をさ してい

ます が,も う一 つのFSが 近 ごろ

クローズ ・ア ップされ て い る よ

うです。 フェール ・セー フ"fail

safe"が それ です 。安全工学で は

最 も基礎 的な理 論の一 つですが 実

際の技術や システムのなかに どれ

だけ生か されているか,と い うと,

まだ まだ問題が多い よ うです。 さ

きの全米 コンピューータ会議(NC

C)で も プライバシ ーやセキ ュリ

テ ィとか らめてス リーマイル島の

事故が話題にな った とい うことで

すが,こ うした問題については こ

れか らも,ま す ます関心が高 まっ

てい くことで し ょう。

◆

日米の ソフ トウェア ・ギ ャ ップ

とい うことがいわれてか ら,か な

りた ってい ますが,そ の差はなか

なか縮 まらない よ うです。 もちろ

ん,国 内 メーカー,ソ フウェアハ

ウスな どの血のに じむ よ うな努力

が続け られてい るこ とは周知の事

実ですが,そ れ以上に米国の進歩

が速い,とい うところで しょうか。

政府 もソフトウェア生産技術の

開発などを重点施策の一つとして

とりあげ基盤づ くりに力を入れて

います。その効果に期待したいと

思います。それ と同時に民間の自

助努力も一層望まれ るところです

◆

創立以来,当 協会の副会長を務

めてこられた斎藤有氏が退任され

ました。その間,わ が国の情報処

理の振興のため多大の貢献をされ

ましたが,そ のご苦労に対 し,心

から謝意を表 します。同氏が残さ

れた銭けの言葉一 「新 しい役割」

は,こ のJIPDECジ ャーナル

にも期待されていると思います。

◆

本号からJIPDECジ ャーナ

ルは衣替えを してみました。

それなりに産みの苦 しみはあっ

たのですが果た してご期待にそえ

るような出来栄えかどうか正直に

いって不安な気持です。

これか ら読者の皆様の厳 しい躾

でたくましく育てていただきたい

と思います。 よろ しくお願いいた

します。
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※本誌送付宛先の変更等については当協会普及課(4S4--8211内 線535)ま でご連絡下さい。



報告書 ・映画 ・ス ライ ドの ご案 内

53年度事業報告書

ア メ リカ に お け るオ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン

海 外 の 情 報 産 業

オ ン ライ ン需 要調 査 報 告 書

*わ が国 情 報処 理 の将 来 動向

回線利用制度 ・料金 をめ ぐる各界の要望 ・意見と諸情勢に関する報告書

*シ ステ ム監 査 の 実 態 とその 推進

*コ ン ピュ ー タ ・セ キ ュ リテ ィの監 査 と評価

中 小企 業 の情 報 シス テ ム化 に関 す る調 査 研 究

我 が国 に お け るマ イ ク ロ ・コ ンピュ ー タ産 業

応 用 か らみ た マ イ ク ロ ・コ ンピ ュー タ技術 の現 状 と課題

ヨー ロ ッパ主 要 国 の 新 しい コ ン ピュー タ関連 施 策

分 散型 リ ソー ス処 理 技術 の研 究 開発

ンステ ム ・ア ナ ラ イザ ー開 発 に関 す る報告 書

※1'1級情 報 処 理 技術 者育 成 指針(総 論 、 各論1～4)

分 類 番 号

53-ROOI

53-ROO2

53-ROO3

53-ROO4

53-ROO5

53-ROO6

53-ROO7

53-ROO8

53-ROO9

53-RO11

53-SOO1

53-SOO3

f面f各(◆ 舟生)

在 庫 な し

在 庫 な し

在 庫 な し

3,000円

在 庫 な し

1,300円

2,500び 」

2.200円

在 庫 な し

2,50011]

2,2001[」

4,5001il

500円

13,000円

価格(賛 助会員)

2,4001il

1,0001iJ

2,000円

1,8001iI

2,0001il

l、800円

3,6001il

4001il

13,000川

映 画 スライ ド・テキス ト

題 名 仕 様
頒 布 価 格

ス ラ イ ド 名 仕 様 形 式
頒 布 価 格

..一 般
賛助会員 ・ 般

賛助会員
経 営 と コ ン ピュ
ー タ 16%カ ラ ー27分 『 一 や さしい

FORTRAN

全9講 テープ

な し
テキ ス ト付

マ ウ ン ト

ロ ー ル

46,000円

46.000111

41,000PI

41,000円コ ン ピ ュー タ と

ソ フ トウ ェ ア 16%カ ラ ー26分 96,000円

.

88,000円

や さしい

COBOL

全6講 テー プ
付
テキス ト付

マ ウ ン ト

ロー ル

50,000円

50,000円

46,000円

46,000円考 える企業 16%カ ラー24分 94,000円 86,00011]

私たちの情報戦
略 16%カ ラー25分 132,000円 12LOOOFII や さ しい

コ ン ピ ュー タ

全3講 テープ

付

マ ウ ン ト

ロ ー ル

55,000円

45,000円

50,000円

40,000円
明 日へ の健康 を
め ざ して 16%カ ラ ー30分 138.000111 127,000円

私 た ちの

コ ンピ ュ ー タ

全4講 テープ

付

マ ウ ン ト

ロ ー ル

60,000円

55,000円

55,000円

45,000円
エ ネルギー と情

報処理
16%カ ラ ー30分 138,000円 127,000円

貸 出料:賛 助 会 員 、一'般 と も1日1,000円
子 供 た ち と コ ンピ
ュ ー タ

16%カ ラー25分 一
87,000円

コ ンピ ュ_タ の

あ ゆみ
16%カ ラー26分 一 88,000円 テ キ ス ト 名

頒 布 価 格

一.一 般
賛 助 会 員・

貸出料:賛 助 会員、一般 とも1日2,200円 、2日 目以降 半額

◇ ビ デ オ ・プ リ ン ト(頒 布 の み)

や さ しいFORTRAN 1,200円 1,000円

や さしいCOBOL 800円 700円

%
イ
ン

チ

賛会
助員

39,000円 %
イ
ン

チ

賛会
助員 43,000円

OHP利 用ガイ ド 3,000円 2,400円

亘 42,000円 辰 47,000円 OHP原 図 6,000円

、

6,000円

上記報告書お』よび映画 ・スライ ド・テキス トの頒布または閲覧 ご希望の方は当協会普及課(434 -8211内

線535)ま で ご連絡 ください・なお・*EPの 雛 書については、 コンピュータ ・エージ社(581-5201)で も

取扱ってお ります。

※印の報告書は当協会1青報処理研修セ ンター教務課(435-6513・6514)ま で お問合せ くだ さい
。
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●

本誌は 日本 自転 車振 興会か ら競輪収益の一・部 である機械IIX:振 興

資金の補助 を受け昭和54年 度情 報処理に関す る～午及促進補助 事業

の一環 として発行す るもの です。
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